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１．調査概要 

 

（１）調査目的 
習志野市内の企業及び事業所の業績の推移並びにビジネスの方向性、課題などを把握すること

により、効果的な支援策等を企画する際の一助とするため、企業情報の調査、アンケート調査を

一連の「経済動向調査」として実施する。 

 

 

（２）調査対象 
習志野市に本社を置く企業及び習志野市に事業所を置く企業とする。調査対象数は1,600件と

し、総務省・経済産業省「令和３年経済センサスー活動調査」における事業所数の業種分布に沿

って出力件数を按分した。抽出元は企業、事業所は株式会社東京商工リサーチの企業情報データ

ベースより業種・規模毎に無作為抽出した。個人事業主は習志野商工会議所が独自に抽出した。 

 

【調査対象件数・アンケート調査回収数内訳】 

 

※1 運輸・通信業……「Ｇ.情報通信業」、「Ｈ.運輸業、郵便業」 

※2 サービス業………「L.学術研究、専門・技術サービス業」、「N.生活関連サービス業、娯楽業」、「Q.複合サー

ビス事業」、「R.サービス業（他に分類されない）」 

※3 その他非製造業…「A.農業、林業」、「F.電気・ガス・熱供給・水道業」、「J.金融業、保険業」、「K.不動産

業、物品賃貸業」、「O.教育、学習支援業」、「P.医療、福祉」 

 

 

 

 

 

 

 

件数 回収数 回収率

1,600 554 34.6

659 326 49.5

258 145 56.2

124 72 58.1

80 38 47.5

968 507 52.4

建設業 205 80 39.0

運輸・通信業※１ 36 11 30.6

卸・小売業 213 113 53.1

飲食・宿泊業 52 49 94.2

サービス業※２ 195 108 55.4

その他非製造業※３ 267 146 54.7

800 297 37.1

150 35 23.3

650 222 34.2

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

規

模

別

5 人以下

業

種

別

全  体

6 人～20人

21人以上

製造業

非製造業
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（３）調査時期 
・アンケート調査 2024年6月14日（金）～7月12日（金） 

 

 

（４）調査方法・件数 
・アンケート調査 郵送調査及びWEB調査 1,600件 回収数554件（回収率34.6％） 

 

 

（５）調査機関 
株式会社東京商工リサーチ千葉支店及び本社市場調査部 

 

 

（６）報告書を読むにあたっての注意点 
○報告書本文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第2位を四捨五入している。そのため

単一回答であっても構成比の合計が100％にならない場合がある。 

○複数回答の設問は、回答が2つ以上あり得るため、構成比の合計が100％を上回る場合がある。 

○図表中の「N」（Number of casesの略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回

答者の構成比（％）を算出するための基数である。 

○図表中の全体件数とは各設問に回答した件数であり、属性情報について未回答の企業もあるこ

とから、全体件数と規模別や業種別の件数が合致しない場合がある。 

○BSI（Business Survey Index）とは、調査時点における景気の「方向性」を示した景況判断指

数であり、景気の転換点を先行して捉えることができる指数である。例えば業況であれば数値

がプラスであれば景気の見通しは上向きの局面、マイナスであれば景気の見通しは後退の局面

と判断している企業が多いということがわかる。そのため、本報告書では四半期単位の短いス

パンで認識に変化があらわれる調査項目を対象としている。 

○DI（Diffusion Index）とは、調査時点における景気の「水準」を示した景況判断指数であり、

足元の景気の動向を捉えることができる指数である。例えば業況であれば数値がプラスであれ

ばその時点の景気は拡大、マイナスであれば景気は縮小と判断している企業が多いということ

がわかる。そのため、本報告書では半期単位の長いスパンで認識に変化があらわれる調査項目

を対象としている。 

○本報告書における従業員規模別の区分については、中小企業基本法の定義において卸売業、サ

ービス業、小売業で小規模事業者とされる「5人以下」、製造業その他で小規模事業者とされる

「6人～20人」、中小企業である「21人以上」の３つの区分としている。 

〇回答件数が5件以下のものに関しては参考値とし、原則コメントは省略している。 
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２．習志野市内企業の景況 

（１）業況判断 
 

業況判断BSI は、前期から 2.7 ポイント低下した 

先行きについては今期から 0.6 ポイント低下する見通し 
【ポイント】 

○全体の業況判断 BSI は、前期（2024 年 1～3 月）から今期（2024 年 4～6 月）にかけて 

（▲21.6→▲24.3）とやや厳しさを増した。 

○先行きについてみると、来期（2024 年 7～9 月）は（▲24.9）と同様に推移する見通しである。

さらに来々期（2024 年 10～12 月）は（▲22.8）とやや持ち直すと見込まれている。 

○従業員規模別にみると、前期から今期にかけて 5 人以下は（▲28.5→▲30.3）と同様に推移し、

6 人～20 人は（▲7.7→▲9.8）とやや厳しさを増し、21 人以上は（▲17.2→▲23.9）と大幅に

厳しさを増した。 

○業種別にみると、運輸・通信業は（0.0→9.1）と大幅に良化し、建設業は（▲21.8→▲16.4）と

大幅に持ち直した。 

〇形態別にみると、企業は（▲14.2→▲23.4）と大幅に厳しさを増し、事業所は（▲5.9→0.0）と

大幅に持ち直し、個人事業主は（▲34.2→▲29.3）とやや持ち直した。 
 

【業況判断BSIの推移】 

今期－前期

▲ 22.1▲ 20.0▲ 21.6▲ 24.3▲ 2.7▲ 24.9▲ 22.8

▲ 26.5▲ 25.9▲ 28.5▲ 30.3▲ 1.8▲ 28.6▲ 26.7

▲ 18.7 ▲ 9.1 ▲ 7.7 ▲ 9.8 ▲ 2.1▲ 17.5▲ 14.2

▲ 8.7 ▲ 14.1▲ 17.2▲ 23.9▲ 6.7▲ 23.9▲ 22.5

▲ 26.3 ▲ 7.8 ▲ 7.9▲ 42.1▲ 34.2▲ 47.2▲ 19.4

▲ 20.9▲ 20.3▲ 22.3▲ 22.3 0.0 ▲ 22.8▲ 22.8

建設業 ▲ 10.3▲ 11.6▲ 21.8▲ 16.4 5.4 ▲ 15.6▲ 14.5

運輸・通信業 ▲ 36.4 0.0 0.0 9.1 9.1 0.0 ▲ 9.1

卸・小売業 ▲ 29.2▲ 29.5▲ 31.9▲ 37.5▲ 5.6▲ 39.3▲ 38.4

飲食・宿泊業 ▲ 40.8▲ 36.8▲ 31.3▲ 32.7▲ 1.4▲ 37.5▲ 38.3

サービス業 ▲ 5.7 ▲ 9.4 ▲ 5.7 ▲ 9.6 ▲ 3.9 ▲ 7.6 ▲ 12.3

その他非製造業 ▲ 23.4▲ 21.7▲ 25.9▲ 21.7 4.2 ▲ 21.7▲ 18.5

▲ 15.9▲ 13.9▲ 14.2▲ 23.4▲ 9.2▲ 20.9▲ 16.1

▲ 8.9 ▲ 3.1 ▲ 5.9 0.0 5.9 ▲ 3.0 ▲ 15.1

▲ 32.7▲ 31.0▲ 34.2▲ 29.3 4.9 ▲ 33.8▲ 33.2

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

業況BSI＝良い％－悪い％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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【業況判断BSI：従業員規模別、業種別、形態別】 

 

※前期から今期、今期から来期にかけてBSIで10ポイント以上差がある業種については、矢印を表記している。 

 
※天気マークの基準は以下の図のとおり。 

  BSI

2024 1˙3Ὦ

ṍם

2024 4˙6Ὦ

₈ṍם

2024 7˙9Ὦ

ṍᾋ ΰ

2024 10˙12Ὦ

ˑṍᾋ₅ϙ

̛ 21.6 ̛ 24.3 ̛ 24.9 ̛ 22.8

̛ 28.5 ̛ 30.3 ̛ 28.6 ̛ 26.7

̛ 7.7 ̛ 9.8 ̛ 17.5 ̛ 14.2

̛ 17.2 ̛ 23.9 ̛ 23.9 ̛ 22.5

̛ 7.9 ̛ 42.1 ̛ 47.2 ̛ 19.4

̛ 22.3 ̛ 22.3 ̛ 22.8 ̛ 22.8

̛ 21.8 ̛ 16.4 ̛ 15.6 ̛ 14.5

0.0 9.1 0.0 ̛ 9.1

̛ 31.9 ̛ 37.5 ̛ 39.3 ̛ 38.4

̛ 31.3 ̛ 32.7 ̛ 37.5 ̛ 38.3

̛ 5.7 ̛ 9.6 ̛ 7.6 ̛ 12.3

̛ 25.9 ̛ 21.7 ̛ 21.7 ̛ 18.5

̛ 14.2 ̛ 23.4 ̛ 20.9 ̛ 16.1

̛ 5.9 0.0 ̛ 3.0 ̛ 15.1

̛ 34.2 ̛ 29.3 ̛ 33.8 ̛ 33.2

֫ ʾ Ộ

ᴙʾ Ộ

Ộ

5 ӟᴞ
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Ộ
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（２）主要項目のBSI・DI推移 

 
【主要項目の推移】 

主要項目 前期から今期の推移と先行きの見通し 

1．売上 BSI 

（増加％ー減少％） 

 

【今期】▲13.0 と、前期（▲13.0）と同様 
 

【先行き】来期は▲13.2 と、今期よりも 0.2 ポイント低下する見通し 

2．経常損益 BSI 

（好転％ー悪化％） 

 

【今期】▲21.6 と、前期（▲21.9）よりも 0.3 ポイント上昇 
 

【先行き】来期は▲20.7 と、今期よりも 0.9 ポイント上昇する見通し 

3．資金繰り BSI 

（好転％ー悪化％） 

 

【今期】▲10.6 と、前期（▲10.7）よりも 0.1 ポイント上昇 
 

【先行き】来期は▲10.4 と、今期よりも 0.2 ポイント上昇する見通し 

4．人材過不足 DI 

（過剰％ー不足％） 

 

【今期】▲31.1 と、前期（▲30.0）よりも 1.1 ポイント低下 
 

【先行き】来期は▲31.1 と、今期と同様 

 

 

 

 

 

  

今期－前期

▲ 13.3 ▲ 9.9▲ 13.0▲ 13.0 0.0 ▲ 13.2▲ 10.4

▲ 21.2▲ 20.0▲ 21.9▲ 21.6 0.3 ▲ 20.7▲ 19.5

▲ 12.3▲ 12.0▲ 10.7▲ 10.6 0.1 ▲ 10.4 ▲ 9.6

今期－前期

▲ 30.0▲ 31.1▲ 1.1▲ 31.1▲ 31.9

2024年

10月～12月

見込み

DI

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

1．売上BSI

2．経常損益BSI

3．資金繰りBSI

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

4．人材過不足DI

BSI

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し
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①売上BSI 
売上BSIは、前期から今期にかけて（▲13.0→▲13.0）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲13.2）と同様に推移する見通しであ

る。さらに来々期（2024年10～12月）は（▲10.4）と来期よりやや減少幅が縮小すると見込ま

れている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲23.3→▲20.5）とやや減少幅が縮小し、6 人～20人は

（0.0→▲2.2）とやや減少幅が拡大し、21人以上は（8.5→▲1.4）と大幅に増加から減少に転じ

た。 

業種別にみると、建設業は（▲20.8→▲15.4）、飲食・宿泊業は（▲22.5→▲12.3）ととも

に大幅に減少幅が縮小し、製造業は（7.9→▲34.2）と極端に増加から減少に転じた。 

形態別にみると、企業は（▲8.6→▲16.7）と大幅に減少幅が拡大し、事業所は（13.3→ 

20.0）と大幅に増加幅が拡大し、個人事業主は（▲22.7→▲12.5）と大幅に減少幅が縮小した。 

 

【売上BSIの推移】 

  

▲ 13.3 ▲ 9.9▲ 13.0▲ 13.0▲ 13.2▲ 10.4

▲ 23.4▲ 19.5▲ 23.3▲ 20.5▲ 20.0▲ 17.6

▲ 2.9 7.1 0.0 ▲ 2.2 ▲ 7.8 ▲ 2.8

10.0 1.4 8.5 ▲ 1.4 7.1 5.7

▲ 23.6▲ 10.6 7.9 ▲ 34.2▲ 27.8 0.0

▲ 11.7 ▲ 9.0▲ 14.2▲ 11.2▲ 11.7▲ 11.2

建設業 ▲ 6.5 ▲ 9.3▲ 20.8▲ 15.4▲ 12.0▲ 13.3

運輸・通信業 ▲ 27.3▲ 18.2▲ 9.1 ▲ 9.1 0.0 9.1

卸・小売業 ▲ 18.3▲ 19.1▲ 27.9▲ 23.4▲ 30.6▲ 27.0

飲食・宿泊業 ▲ 28.6▲ 10.4▲ 22.5▲ 12.3▲ 23.4▲ 20.8

サービス業 ▲ 5.8 ▲ 3.8 0.9 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 3.9

その他非製造業 ▲ 6.4 ▲ 3.6 ▲ 8.7 ▲ 6.5 ▲ 1.4 ▲ 1.5

▲ 9.6 ▲ 7.2 ▲ 8.6▲ 16.7▲ 11.4 ▲ 7.6

▲ 3.3 6.7 13.3 20.0 16.7 6.7

▲ 19.8▲ 16.0▲ 22.7▲ 12.5▲ 20.0▲ 16.6

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

売上BSI＝増加％－減少％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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②経常損益BSI 
経常損益BSIは、前期から今期にかけて（▲21.9→▲21.6）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲20.7）と同様に推移する見通しであ

る。さらに来々期（2024年10～12月）も（▲19.5）と来期と同様に推移すると見込まれてい

る。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲28.9→▲28.5）と同様に推移し、6 人～20人は

（▲16.3→▲9.6）と大幅に減少幅が縮小し、21人以上は（0.0→▲14.5）と大幅に減少幅が拡

大した。 

業種別にみると、運輸・通信業は（20.0→30.0）と大幅に増加幅が拡大し、製造業は 

（▲2.7→▲29.7）と極端に減少幅が拡大した。 

形態別にみると、企業は（▲13.2→▲20.2）と大幅に減少幅が拡大し、事業所は（0.0→6.9）と

大幅に増加幅が拡大し、個人事業主は（▲36.9→▲27.5）と大幅に減少幅が縮小した。 

 

【経常損益BSIの推移】 

  

▲ 21.2▲ 20.0▲ 21.9▲ 21.6▲ 20.7▲ 19.5

▲ 27.7▲ 27.5▲ 28.9▲ 28.5▲ 25.4▲ 23.8

▲ 18.5 ▲ 9.8▲ 16.3▲ 9.6▲ 15.6▲ 16.5

2.9 ▲ 3.0 0.0 ▲ 14.5▲ 5.9 ▲ 5.7

▲ 18.9▲ 10.8▲ 2.7▲ 29.7▲ 11.5 ▲ 8.6

▲ 21.0▲ 20.5▲ 23.4▲ 20.8▲ 20.9▲ 20.4

建設業 ▲ 9.9 ▲ 17.4▲ 27.2▲ 19.7▲ 12.5▲ 15.1

運輸・通信業 0.0 0.0 20.0 30.0 20.0 9.1

卸・小売業 ▲ 25.9▲ 27.6▲ 35.6▲ 28.0▲ 36.8▲ 33.0

飲食・宿泊業 ▲ 45.9▲ 39.6▲ 44.9▲ 37.5▲ 45.9▲ 41.7

サービス業 ▲ 10.8▲ 14.7▲ 2.0 ▲ 8.8 ▲ 5.0 ▲ 7.9

その他非製造業 ▲ 23.2▲ 15.9▲ 23.4▲ 22.4▲ 19.0▲ 17.6

▲ 12.4▲ 12.9▲ 13.2▲ 20.2▲ 15.0▲ 14.8

▲ 6.9 0.0 0.0 6.9 0.0 0.0

▲ 35.5▲ 32.5▲ 36.9▲ 27.5▲ 31.3▲ 28.6

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

経常損益BSI＝好転％－悪化％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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③資金繰りBSI 
資金繰りBSIは、前期から今期にかけて（▲10.7→▲10.6）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲10.4）と同様に推移する見通しであ

る。さらに来々期（2024年10～12月）も（▲9.6）と来期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲17.0→▲16.4）、6 人～20人は（▲4.4→▲3.7）とと

もに同様に推移し、21人以上は（5.9→3.0）とやや容易さが縮小した。 

業種別にみると、製造業は（2.7→▲2.7）と大幅に厳しい状況に転じた。 

形態別にみると、企業は（▲5.6→▲6.6）、個人事業主は（▲20.4→▲19.2）とともに同様に

推移し、事業所は（0.0→6.9）と大幅に容易になった。 

 

【資金繰りBSIの推移】 

  

▲ 12.3▲ 12.0▲ 10.7▲ 10.6▲ 10.4 ▲ 9.6

▲ 15.9▲ 15.0▲ 17.0▲ 16.4▲ 12.8▲ 13.1

▲ 8.0 ▲ 10.2▲ 4.4 ▲ 3.7 ▲ 9.6 ▲ 7.4

▲ 1.4 ▲ 1.5 5.9 3.0 0.0 2.9

▲ 24.3▲ 21.6 2.7 ▲ 2.7▲ 11.1 ▲ 2.8

▲ 10.6▲ 10.8▲ 11.2▲ 10.9▲ 9.8 ▲ 9.8

建設業 ▲ 5.3 ▲ 5.3 ▲ 5.3 ▲ 9.1 ▲ 6.6 ▲ 9.3

運輸・通信業 ▲ 9.1 ▲ 9.1 ▲ 9.1▲ 10.0▲ 10.0▲ 10.0

卸・小売業 ▲ 18.7▲ 22.6▲ 22.6▲ 21.6▲ 21.8▲ 23.7

飲食・宿泊業 ▲ 21.4▲ 24.4▲ 26.8▲ 26.8▲ 29.3▲ 24.4

サービス業 ▲ 10.2 ▲ 4.1 ▲ 6.2 ▲ 8.2 ▲ 3.1 ▲ 2.1

その他非製造業 ▲ 4.5 ▲ 5.9 ▲ 5.2 ▲ 0.8 ▲ 1.5 ▲ 0.8

▲ 10.1 ▲ 9.7 ▲ 5.6 ▲ 6.6 ▲ 7.7 ▲ 7.3

3.4 0.0 0.0 6.9 6.9 0.0

▲ 18.1▲ 17.6▲ 20.4▲ 19.2▲ 17.1▲ 14.5

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

資金繰りBSI＝好転％－悪化％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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④人材過不足DI 
人材過不足DIは、2023年度下期は（▲30.0→▲31.1）と同様に推移した。 

先行きについてみると、2024年度上期は（▲31.1）と同様に推移する見通しである。さらに

2024年度下期も（▲31.9）と2024年度上期と同様に推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲20.8→▲21.0）、21人以上は（▲54.9→▲55.7）と

ともに同様に推移し、6 人～20人は（▲36.4→▲40.0）とやや不足感が強まった。 

業種別にみると、製造業は（▲27.0→▲32.4）、運輸・通信業は（▲40.0→▲50.0）ととも

に大幅に不足感が強まった。 

形態別にみると、企業は（▲33.3→▲33.8）、個人事業主は（▲23.4→▲25.0）とともに同

様に推移し、事業所は（▲40.6→▲43.8）とやや不足感が強まった。 

 

【人材過不足DIの推移】 

 

  

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

▲ 30.0▲ 31.1▲ 31.1▲ 31.9

▲ 20.8▲ 21.0▲ 21.0▲ 22.1

▲ 36.4▲ 40.0▲ 37.6▲ 40.0

▲ 54.9▲ 55.7▲ 59.2▲ 56.3

▲ 27.0▲ 32.4▲ 18.9▲ 21.6

▲ 29.9▲ 30.7▲ 31.7▲ 32.4

建設業 ▲ 41.6▲ 41.6▲ 42.9▲ 46.8

運輸・通信業 ▲ 40.0▲ 50.0▲ 40.0▲ 30.0

卸・小売業 ▲ 22.1▲ 18.1▲ 19.1▲ 23.8

飲食・宿泊業 ▲ 21.4▲ 26.2▲ 22.0▲ 22.5

サービス業 ▲ 21.2▲ 25.0▲ 26.3▲ 26.0

その他非製造業 ▲ 37.5▲ 38.5▲ 41.3▲ 38.6

▲ 33.3▲ 33.8▲ 32.4▲ 34.1

▲ 40.6▲ 43.8▲ 46.9▲ 50.0

▲ 23.4▲ 25.0▲ 26.5▲ 25.5

人材過不足DI＝過剰％－不足％

業

種

別

製造業

非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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（３）項目別BSI・DI推移 

①国内需要BSI 
国内需要BSIは、前期から今期にかけて全体は（▲11.5→▲9.0）とやや減少幅が縮小した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲10.9）と同様に推移する見通しであ

る。さらに来々期（2024年10～12月）も（▲10.5）と来期と同様に推移すると見込まれてい

る。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲16.8→▲12.9）とやや減少幅が縮小し、6 人～20人は

（▲5.1→▲3.6）、21人以上は（▲1.5→▲2.9）とともに同様に推移した。 

業種別にみると、建設業は（▲18.7→▲10.8）、卸・小売業は（▲29.8→▲21.9）とともに

大幅に減少幅が縮小した。製造業は（▲7.9→▲39.4）と極端に減少幅が拡大した。 

形態別にみると、企業は（▲9.8→▲11.9）とやや減少幅が拡大し、事業所は（3.3→6.6）と

やや増加幅が拡大し、個人事業主は（▲16.2→▲7.2）と大幅に減少幅が縮小した。 

 

【国内需要BSIの推移】 

  

▲ 11.0▲ 12.0▲ 11.5▲ 9.0▲ 10.9▲ 10.5

▲ 18.9▲ 16.9▲ 16.8▲ 12.9▲ 13.5▲ 14.8

▲ 2.9 ▲ 3.7 ▲ 5.1 ▲ 3.6▲ 10.4 ▲ 7.3

5.7 ▲ 7.1 ▲ 1.5 ▲ 2.9 0.0 1.4

▲ 21.0▲ 10.5▲ 7.9▲ 39.4▲ 33.3▲ 13.9

▲ 9.7 ▲ 11.6▲ 11.2▲ 6.2 ▲ 8.7 ▲ 9.9

建設業 ▲ 12.0▲ 14.7▲ 18.7▲ 10.8▲ 13.5▲ 16.2

運輸・通信業 ▲ 27.3▲ 27.3▲ 18.2▲ 18.2▲ 18.2▲ 18.2

卸・小売業 ▲ 18.1▲ 22.8▲ 29.8▲ 21.9▲ 22.1▲ 26.7

飲食・宿泊業 ▲ 18.2▲ 13.7▲ 6.9 ▲ 4.7▲ 16.7 ▲ 7.1

サービス業 ▲ 3.0 ▲ 6.1 0.0 3.0 ▲ 1.1 ▲ 3.1

その他非製造業 ▲ 2.2 ▲ 3.0 ▲ 1.6 2.3 2.3 1.5

▲ 10.2 ▲ 9.1 ▲ 9.8▲ 11.9▲ 9.6 ▲ 10.3

0.0 ▲ 3.4 3.3 6.6 0.0 ▲ 3.4

▲ 13.8▲ 17.5▲ 16.2▲ 7.2▲ 14.8▲ 11.9

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

国内需要BSI＝拡大％－縮小％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み



 

11 

②海外需要BSI 
海外需要BSIは、前期から今期にかけて（▲6.6→▲5.0）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲3.4）と同様に推移する見通しである。

さらに来々期（2024年10～12月）も（▲5.0）と来期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲10.1→▲7.6）、6 人～20人は（▲3.9→▲1.3）とと

もにやや減少幅が縮小し、21人以上は（0.0→▲2.0）とやや減少幅が拡大した。 

業種別にみると、卸・小売業は（▲18.3→▲10.0）と大幅に減少幅が縮小し、製造業は 

（▲17.4→▲25.0）と大幅に減少幅が拡大した。 

形態別にみると、企業は（▲8.6→▲9.9）と同様に推移し、事業所は（▲4.7→4.7）と大幅に

増加に転じ、個人事業主は（▲4.2→0.0）とやや減少幅が縮小した。 

 

【海外需要BSIの推移】 

  

▲ 5.3 ▲ 6.0 ▲ 6.6 ▲ 5.0 ▲ 3.4 ▲ 5.0

▲ 9.4 ▲ 8.9▲ 10.1▲ 7.6 ▲ 4.7 ▲ 7.1

▲ 1.3 ▲ 5.2 ▲ 3.9 ▲ 1.3 ▲ 2.6 ▲ 5.3

2.0 2.0 0.0 ▲ 2.0 0.0 2.0

▲ 13.1▲ 13.1▲ 17.4▲ 25.0▲ 12.5▲ 13.1

▲ 5.0 ▲ 5.9 ▲ 6.2 ▲ 3.7 ▲ 2.9 ▲ 4.8

建設業 ▲ 11.8▲ 11.8▲ 8.8 ▲ 8.8▲ 11.8 ▲ 8.9

運輸・通信業 ▲ 16.7▲ 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0

卸・小売業 ▲ 11.7▲ 15.0▲ 18.3▲ 10.0▲ 5.1 ▲ 17.3

飲食・宿泊業 ▲ 8.0 ▲ 8.3 ▲ 8.3 ▲ 8.3 ▲ 8.3 ▲ 8.7

サービス業 ▲ 4.5 ▲ 4.6 ▲ 6.0 ▲ 3.0 ▲ 3.1 ▲ 1.5

その他非製造業 3.5 3.5 3.5 3.5 3.6 3.6

▲ 9.8 ▲ 9.3 ▲ 8.6 ▲ 9.9 ▲ 6.8 ▲ 7.5

4.7 ▲ 4.7 ▲ 4.7 4.7 4.7 ▲ 4.7

▲ 0.8 ▲ 1.7 ▲ 4.2 0.0 0.0 ▲ 1.7

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

海外需要BSI＝拡大％－縮小％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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③金融機関の融資態度BSI 
金融機関の融資態度BSIは、前期から今期にかけて（▲10.7→▲9.5）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）も（▲10.3）と同様に推移する見通しであ

る。さらに来々期（2024年10～12月）も（▲10.5）と来期と同様に推移すると見込まれてい

る。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲15.3→▲14.2）、6 人～20人は（▲6.8→▲5.1）、

21人以上は（▲1.6→▲1.6）といずれも同様に推移した。 

業種別にみると、運輸・通信業は（▲10.0→0.0）と大幅に厳しさが和らいだ。 

形態別にみると、企業は（▲5.3→▲5.4）、個人事業主は（▲19.6→▲17.7）とともに同様に

推移し、事業所は（▲12.5→▲4.1）と大幅に厳しさが和らいだ。 

 

【金融機関の融資態度BSIの推移】 

  

▲ 9.0 ▲ 9.5▲ 10.7▲ 9.5▲ 10.3▲ 10.5

▲ 14.3▲ 14.4▲ 15.3▲ 14.2▲ 15.4▲ 14.6

▲ 2.6 ▲ 4.2 ▲ 6.8 ▲ 5.1 ▲ 5.2 ▲ 7.7

▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 1.6

▲ 16.1 ▲ 9.7▲ 12.9▲ 9.7▲ 12.9▲ 12.5

▲ 7.9 ▲ 8.9▲ 10.1▲ 9.1 ▲ 9.6 ▲ 9.9

建設業 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 6.7 ▲ 6.6▲ 10.0 ▲ 8.5

運輸・通信業 ▲ 10.0▲ 10.0▲ 10.0 0.0 0.0 0.0

卸・小売業 ▲ 14.8▲ 18.5▲ 18.6▲ 14.8▲ 15.0▲ 16.2

飲食・宿泊業 ▲ 20.7▲ 20.7▲ 21.4▲ 22.2▲ 20.7▲ 24.1

サービス業 0.0 1.2 ▲ 1.2 ▲ 1.2 0.0 0.0

その他非製造業 ▲ 8.5 ▲ 10.2▲ 9.4 ▲ 9.5▲ 10.3▲ 10.3

▲ 4.5 ▲ 4.1 ▲ 5.3 ▲ 5.4 ▲ 6.2 ▲ 5.8

▲ 4.1 ▲ 12.5▲ 12.5▲ 4.1 ▲ 4.1 ▲ 12.5

▲ 17.2▲ 18.0▲ 19.6▲ 17.7▲ 18.2▲ 18.3

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

融資態度BSI＝緩い％－厳しい％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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④仕入価格BSI 
仕入価格BSIは、前期から今期にかけて全体は（56.3→57.0）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（54.9）とやや上昇幅が縮小する見通しで

ある。さらに来々期（2024年10～12月）は（52.5）と来期よりやや上昇幅が縮小すると見込ま

れている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（52.8→55.1）とやや上昇幅が拡大し、6 人～20人は

（64.4→65.6）と同様に推移し、21人以上は（59.1→51.6）と大幅に上昇幅が縮小した。 

業種別にみると、運輸・通信業は（33.3→40.0）と大幅に上昇幅が拡大した。 

形態別にみると、企業は（56.7→57.6）、個人事業主は（57.1→57.4）とともに同様に推移

し、事業所は（44.5→48.2）とやや上昇幅が拡大した。 

 

【仕入価格BSIの推移】 

  

55.8 55.5 56.3 57.0 54.9 52.5

53.8 53.3 52.8 55.1 53.5 51.9

61.8 60.7 64.4 65.6 62.0 58.3

56.1 57.6 59.1 51.6 50.0 47.0

71.1 73.0 68.4 68.4 55.6 52.8

54.2 53.8 55.0 55.8 54.5 52.2

建設業 65.7 68.5 60.9 61.4 55.7 58.6

運輸・通信業 22.2 22.2 33.3 40.0 22.2 22.2

卸・小売業 62.0 62.3 66.7 71.3 72.9 68.2

飲食・宿泊業 79.6 70.9 73.5 75.0 70.8 68.1

サービス業 45.1 45.1 45.1 44.1 47.3 40.4

その他非製造業 40.4 40.4 43.2 42.0 39.7 39.9

53.3 55.4 56.7 57.6 52.7 51.9

55.6 51.9 44.5 48.2 51.9 37.0

59.3 56.1 57.1 57.4 58.2 55.8

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

仕入価格BSI＝上昇％－低下％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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⑤販売価格BSI 
販売価格BSIは、前期から今期にかけて（17.4→19.3）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（20.8）と同様に推移する見通しである。

さらに来々期（2024年10～12月）も（19.2）と来期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（13.4→14.8）と同様に推移し、6 人～20人は（19.7 

→26.0）と大幅に上昇幅が拡大し、21人以上は（31.2→26.6）とやや上昇幅が縮小した。 

業種別にみると、製造業は（39.5→31.6）、飲食・宿泊業は（17.4→8.7）とともに大幅に上

昇幅が縮小した。 

形態別にみると、企業は（18.9→21.9）とやや上昇幅が拡大し、事業所は（29.6→37.0）と

大幅に上昇幅が拡大し、個人事業主は（13.7→13.1）と同様に推移した。 

 

【販売価格BSIの推移】 

  

17.2 17.0 17.4 19.3 20.8 19.2

14.9 14.8 13.4 14.8 18.8 17.4

18.1 15.6 19.7 26.0 20.3 18.9

26.5 29.7 31.2 26.6 32.8 29.7

24.3 31.5 39.5 31.6 30.6 27.8

16.4 15.5 15.2 18.0 19.8 18.2

建設業 20.0 20.0 15.3 18.5 20.0 13.8

運輸・通信業 10.0 0.0 20.0 20.0 20.0 30.0

卸・小売業 33.3 28.3 29.2 32.1 37.4 32.8

飲食・宿泊業 11.1 15.2 17.4 8.7 13.0 17.4

サービス業 14.3 15.4 14.3 18.7 20.9 18.7

その他非製造業 4.1 3.3 2.5 8.2 5.8 6.7

19.7 19.2 18.9 21.9 20.0 18.9

29.6 29.6 29.6 37.0 33.3 18.5

12.2 12.0 13.7 13.1 20.1 19.7

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

販売価格BSI＝上昇％－低下％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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⑥在庫水準BSI 
在庫水準BSIは、前期から今期にかけて（▲3.8→▲3.9）と同様に推移した。 

先行きについてみると、来期（2024年7～9月）は（▲4.4）と同様に推移する見通しである。

さらに来々期（2024年10～12月）も（▲6.0）と来期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲5.5→▲5.1）、6 人～20人は（▲3.6→▲2.7）ととも

に同様に推移し、21人以上は（6.5→1.6）とやや過剰感が改善した。 

業種別にみると、製造業は（0.0→8.1）と大幅に過剰感が強まった。 

形態別にみると、企業は（▲4.0→▲4.8）、事業所は（0.0→0.0）、個人事業主は（▲3.9 

→▲3.3）といずれも同様に推移した。 

 

【在庫水準BSIの推移】 

  

▲ 3.8 ▲ 4.2 ▲ 3.8 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 6.0

▲ 5.5 ▲ 5.9 ▲ 5.5 ▲ 5.1 ▲ 7.0 ▲ 8.2

▲ 2.7 ▲ 2.7 ▲ 3.6 ▲ 2.7 0.9 ▲ 1.8

3.3 3.3 6.5 1.6 0.0 ▲ 1.7

▲ 2.8 0.0 0.0 8.1 ▲ 2.9 ▲ 2.9

▲ 3.9 ▲ 4.6 ▲ 4.1 ▲ 5.1 ▲ 4.6 ▲ 6.4

建設業 ▲ 8.5 ▲ 8.5▲ 10.2▲ 11.9▲ 8.3 ▲ 10.0

運輸・通信業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

卸・小売業 7.6 3.8 2.9 4.8 3.8 0.0

飲食・宿泊業 ▲ 11.4▲ 11.4▲ 8.9▲ 11.1▲ 11.2▲ 13.4

サービス業 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 3.6 ▲ 3.5 ▲ 4.8

その他非製造業 ▲ 10.7 ▲ 9.8 ▲ 7.1 ▲ 9.8 ▲ 8.9 ▲ 9.2

▲ 3.7 ▲ 3.7 ▲ 4.0 ▲ 4.8 ▲ 4.8 ▲ 5.8

0.0 ▲ 3.8 0.0 0.0 0.0 ▲ 15.4

▲ 4.4 ▲ 5.0 ▲ 3.9 ▲ 3.3 ▲ 4.4 ▲ 5.0

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

在庫水準BSI＝過剰％－不足％

2023年

7月～9月

実績

2023年

10月～12月

実績

2024年

1月～3月

実績

2024年

4月～6月

実績

2024年

7月～9月

見通し

2024年

10月～12月

見込み
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⑦労働時間DI 
労働時間DIは、2023年度上期から2023年度下期にかけて（▲1.2→▲0.8）と同様に推移し

た。 

先行きについてみると、2024年度上期は（▲3.3）とやや減少幅が拡大する見通しである。さ

らに2024年度下期は（▲3.4）と2024年度上期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲2.3→▲4.1）、21人以上は（10.0→11.4）とともに同

様に推移し、6 人～20人は（▲4.3→0.0）とやや減少幅が縮小した。 

業種別にみると、製造業は（5.4→8.1）とやや増加幅が拡大し、飲食・宿泊業は（▲10.0→ 

▲7.5）とやや減少幅が縮小した。 

形態別にみると、企業は（▲2.8→▲1.8）、個人事業主は（▲0.5→▲1.5）とともに同様に推

移し、事業所は（9.4→12.5）とやや増加幅が拡大した。 

 

【労働時間DIの推移】 

  

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

▲ 1.2 ▲ 0.8 ▲ 3.3 ▲ 3.4

▲ 2.3 ▲ 4.1 ▲ 5.7 ▲ 4.4

▲ 4.3 0.0 ▲ 3.6 ▲ 7.2

10.0 11.4 7.2 8.6

5.4 8.1 ▲ 2.7 ▲ 10.8

▲ 1.5 ▲ 1.2 ▲ 3.2 ▲ 2.5

建設業 ▲ 11.7▲ 11.7▲ 11.7▲ 10.4

運輸・通信業 ▲ 10.0▲ 10.0▲ 30.0▲ 30.0

卸・小売業 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 1.0 ▲ 1.0

飲食・宿泊業 ▲ 10.0▲ 7.5▲ 10.0 ▲ 4.9

サービス業 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 6.0 ▲ 5.0

その他非製造業 7.9 7.9 5.7 5.0

▲ 2.8 ▲ 1.8 ▲ 2.8 ▲ 3.1

9.4 12.5 9.4 6.3

▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 6.2 ▲ 5.2

業

種

別

製造業

非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

労働時間DI＝増加％－減少％

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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⑧賃金水準DI 
賃金水準DIは、2023年度上期から2023年度下期にかけて全体は（17.7→18.4）と同様に推移

した。 

先行きについてみると、2024年度上期は（22.7）とやや上昇幅が拡大する見通しである。さら

に2024年度下期は（21.1）と2024年度上期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲0.7→1.3）とやや上昇に転じ、6 人～20人は（39.9→ 

34.8）と大幅に上昇幅が縮小し、21人以上は（50.8→58.9）と大幅に上昇幅が拡大した。 

業種別にみると、運輸・通信業は（22.2→33.3）と大幅に上昇幅が拡大し、製造業は（24.3→ 

16.2）と大幅に上昇幅が縮小した。 

形態別にみると、企業は（20.2→21.5）、個人事業主は（10.5→11.5）とともに同様に推移

し、事業所は（37.5→32.3）と大幅に上昇幅が縮小した。 

 

【賃金水準DIの推移】 

  

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

17.7 18.4 22.7 21.1

▲ 0.7 1.3 2.7 3.7

39.9 34.8 42.8 37.5

50.8 58.9 68.2 62.4

24.3 16.2 18.9 10.8

17.1 18.6 22.9 21.9

建設業 23.4 24.7 23.4 23.4

運輸・通信業 22.2 33.3 44.4 33.3

卸・小売業 6.0 9.0 16.8 10.9

飲食・宿泊業 15.0 15.0 27.5 18.4

サービス業 14.0 13.9 16.9 20.0

その他非製造業 24.3 25.7 29.0 30.6

20.2 21.5 26.0 23.6

37.5 32.3 43.8 37.5

10.5 11.5 14.1 14.4

業

種

別

製造業

非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

賃金水準DI＝増加％－減少％

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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⑨人材採用DI 
人材採用DIは、2023年度上期から2023年度下期にかけて（▲17.0→▲17.8）と同様に推移し

た。 

先行きについてみると、2024年度上期は（▲14.5）とやや消極性が弱まる見通しである。さら

に2024年度下期は（▲14.5）と2024年度上期と同様で推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲45.5→▲44.7）と同様に推移し、6 人～20人は（9.2 

→2.1）と大幅に積極性が弱まり、21人以上は（42.3→47.9）と大幅に積極性が強まった。 

業種別にみると、運輸・通信業は（0.0→20.0）と極端に積極性が強まり、建設業は（▲14.5 

→▲23.4）と大幅に消極性が強まった。 

形態別にみると、企業は（▲15.2→▲16.2）、個人事業主は（▲25.3→▲26.8）とともに同

様に推移し、事業所は（16.2→19.4）とやや積極性が強まった。 

 

【人材採用DIの推移】 

  

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

▲ 17.0▲ 17.8▲ 14.5▲ 14.5

▲ 45.5▲ 44.7▲ 42.3▲ 41.6

9.2 2.1 9.9 7.8

42.3 47.9 46.5 47.9

▲ 19.5▲ 22.2▲ 25.0▲ 16.7

▲ 16.7▲ 17.5▲ 13.6▲ 14.3

建設業 ▲ 14.5▲ 23.4▲ 11.7 ▲ 7.8

運輸・通信業 0.0 20.0 10.0 30.0

卸・小売業 ▲ 39.5▲ 38.5▲ 37.5▲ 39.4

飲食・宿泊業 ▲ 28.9▲ 28.9▲ 26.3▲ 31.5

サービス業 ▲ 4.1 ▲ 8.2 ▲ 4.1 ▲ 2.1

その他非製造業 ▲ 7.4 ▲ 4.4 ▲ 1.5 ▲ 5.9

▲ 15.2▲ 16.2▲ 12.4▲ 10.7

16.2 19.4 19.4 22.6

▲ 25.3▲ 26.8▲ 23.5▲ 26.8

業

種

別

製造業

非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

人材採用DI＝積極的％－消極的％

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上



 

19 

⑩人材育成DI 
人材育成DIは、2023年度上期から2023年度下期にかけて（▲9.0→▲10.6）と同様に推移し

た。 

先行きについてみると、2024年度上期は（▲7.4）とやや消極性が弱まる見通しである。さら

に2024年度下期は（▲6.8）と2024年度上期と同様に推移すると見込まれている。 

従業員規模別にみると、5 人以下は（▲32.9→▲34.0）、21人以上は（35.7→35.7）ととも

に同様に推移し、6 人～20人は（15.4→12.5）とやや積極性が弱まった。 

業種別にみると、建設業は（▲4.0→▲7.8）、卸・小売業は（▲27.1→▲29.2）とともにやや

消極性が強まった。 

形態別にみると、企業は（▲5.4→▲7.2）、個人事業主は（▲20.9→▲22.0）とともに同様に

推移し、事業所は（25.8→22.6）とやや積極性が弱まった。 

 

【人材育成DIの推移】 

  

2023年度

上期

実績

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

▲ 9.0▲ 10.6▲ 7.4 ▲ 6.8

▲ 32.9▲ 34.0▲ 31.9▲ 29.7

15.4 12.5 18.5 17.0

35.7 35.7 38.6 37.1

▲ 8.6 ▲ 8.5▲ 14.3 ▲ 8.6

▲ 9.0▲ 10.7▲ 6.7 ▲ 6.5

建設業 ▲ 4.0 ▲ 7.8 1.3 1.3

運輸・通信業 0.0 0.0 10.0 10.0

卸・小売業 ▲ 27.1▲ 29.2▲ 27.4▲ 27.0

飲食・宿泊業 ▲ 18.4▲ 18.4▲ 16.2▲ 18.4

サービス業 ▲ 4.0 ▲ 5.1 ▲ 3.0 0.0

その他非製造業 0.0 ▲ 1.6 2.3 1.5

▲ 5.4 ▲ 7.2 ▲ 3.3 ▲ 3.2

25.8 22.6 22.6 25.8

▲ 20.9▲ 22.0▲ 19.2▲ 18.0

業

種

別

製造業

非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

人材育成DI＝積極的％－消極的％

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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（４）設備投資に関する現況 

①設備投資 
設備投資を「実施/実施予定」と回答した企業は、2023年度下期実績では1割強となり、2023

年度上期よりや大幅に増加した。2024年度上期はやや減少の見通し、2024年度下期は2024年度

上期と同様に推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、すべての期において「実施/実施予定」と回答した割合は、規模が大き

くなるにつれて増加した。 

2023年度下期実績の「実施」の割合を業種別にみると、運輸・通信業、製造業、建設業では、

他の業種と比較して高い値を示した。 

「実施/実施予定」と回答した割合を形態別にみると、企業はいずれも1割超で推移し、個人事

業主は2024年度上期見通し、2024年度下期見込みにかけて減少傾向で推移している。 

 

【設備投資の推移】 

※設備投資の有無を明確化させるため、無回答は除いて作表している。  

実施 実施せず 実施 実施せず 実施予定 実施せず 実施予定 実施せず

554 8.7 85.0 13.7 80.1 10.8 82.5 11.4 81.9

326 4.9 88.7 8.0 85.9 5.8 86.8 5.5 87.1

145 9.0 86.2 18.6 76.6 15.2 79.3 15.2 80.0

72 26.4 69.4 31.9 63.9 26.4 72.2 30.6 66.7

38 18.4 81.6 21.1 78.9 21.1 78.9 21.1 76.3

507 8.1 86.0 13.4 80.9 10.3 83.4 10.8 83.0

建設業 38 18.4 81.6 21.1 78.9 21.1 78.9 21.1 76.3

運輸・通信業 11 9.1 81.8 36.4 54.5 9.1 81.8 45.5 45.5

卸・小売業 113 5.3 89.4 9.7 85.0 10.6 82.3 8.0 86.7

飲食・宿泊業 49 8.2 89.8 8.2 89.8 8.2 85.7 6.1 85.7

サービス業 108 7.4 88.0 14.8 81.5 8.3 87.0 14.8 81.5

その他非製造業 146 11.6 80.1 14.4 76.7 14.4 78.1 10.3 81.5

297 10.4 86.9 17.2 80.5 12.1 84.8 13.8 83.8

35 5.7 77.1 11.4 74.3 11.4 71.4 8.6 74.3

222 6.8 83.8 9.5 80.6 9.0 81.1 8.6 80.6

全体

2023年度

下期

実績

2024年度

上期

見通し

2024年度

下期

見込み

2023年度

上期

実績

設備投資の有無(%)

事業所

個人事業主

非製造業

形

態

別

企業

6 人～20人

21人以上

製造業

全  体

5 人以下規

模

別

業

種

別
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②設備投資の目的 
前述の『設備投資』で2023年度下期に「実施」と回答した企業の設備投資の目的は「生産性の

向上(既存設備の入替を含む)」が45.6％と最も高く、次いで「店舗・工場等の新設、増改築」

「生産能力の拡大」がともに16.2％であった。 

従業員規模別にみると、「生産性の向上(既存設備の入替を含む)」の回答割合は、21人以上で

56.5％と最も高くなった。 

業種別にみると、非製造業は「生産性の向上(既存設備の入替を含む)」が45.9％で製造業より

も高いが、「店舗・工場等の新設、増改築」「生産能力の拡大」はともに製造業よりも低い。 

形態別にみると、いずれも「生産性の向上(既存設備の入替を含む)」が最も高い。個人事業主

は「情報化（ＩＴ）投資」が25.0％で、企業及び事業所よりも比較的高い。 

 

【設備投資の目的】 ※複数回答 

※各社の設備投資の目的を明確化するため、無回答は除いて集計・作表している。  

店舗・工場

等の新設、

増改築

生産能力の

拡大

生産性の向

上(既存設

備の入替を

含む)

技術革新・

研究開発・

新製品開発

情報化（Ｉ

Ｔ）投資

省エネル

ギー､環境

問題への対

応

土地の取得 その他

68 11 11 31 5 10 2 1 9

100.0 16.2 16.2 45.6 7.4 14.7 2.9 1.5 13.2

22 3 3 9 3 5 0 0 4

100.0 13.6 13.6 40.9 13.6 22.7 0.0 0.0 18.2

23 3 3 9 1 2 2 0 5

100.0 13.0 13.0 39.1 4.3 8.7 8.7 0.0 21.7

23 5 5 13 1 3 0 1 0

100.0 21.7 21.7 56.5 4.3 13.0 0.0 4.3 0.0

7 2 2 3 0 0 1 1 0

100.0 28.6 28.6 42.9 0.0 0.0 14.3 14.3 0.0

61 9 9 28 5 10 1 0 9

100.0 14.8 14.8 45.9 8.2 16.4 1.6 0.0 14.8

9 0 3 2 1 2 0 0 2

100.0 0.0 33.3 22.2 11.1 22.2 0.0 0.0 22.2

4 0 0 3 0 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

9 3 3 3 1 2 0 0 2

100.0 33.3 33.3 33.3 11.1 22.2 0.0 0.0 22.2

3 0 0 2 0 0 1 0 0

100.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

15 3 1 5 2 3 0 0 2

100.0 20.0 6.7 33.3 13.3 20.0 0.0 0.0 13.3

21 3 2 13 1 3 0 0 2

100.0 14.3 9.5 61.9 4.8 14.3 0.0 0.0 9.5

44 7 7 20 2 5 1 1 6

100.0 15.9 15.9 45.5 4.5 11.4 2.3 2.3 13.6

4 1 2 2 0 0 0 0 0

100.0 25.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 3 2 9 3 5 1 0 3

100.0 15.0 10.0 45.0 15.0 25.0 5.0 0.0 15.0

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

全体

設備投資の目的【2023年度下期実績】

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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（５）キャッシュレス決済の導入状況 

①キャッシュレス決済の導入状況 
キャッシュレス決済の導入状況は「導入しない」が58.2％と最も高くなっている。次いで「導

入している」が31.5％、「検討中」が9.5％である。 

 

【キャッシュレス決済の導入状況】 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

導入している

31.5

今後導入予定

0.8

検討中

9.5

導入しない

58.2

n= 517

導入している
今後導入

予定
検討中 導入しない

517 163 4 49 301

100.0 31.5 0.8 9.5 58.2

308 97 2 25 184

100.0 31.5 0.6 8.1 59.7

135 40 0 15 80

100.0 29.6 0.0 11.1 59.3

67 24 2 9 32

100.0 35.8 3.0 13.4 47.8

35 6 0 4 25

100.0 17.1 0.0 11.4 71.4

476 154 4 45 273

100.0 32.4 0.8 9.5 57.4

75 11 0 6 58

100.0 14.7 0.0 8.0 77.3

10 0 0 1 9

100.0 0.0 0.0 10.0 90.0

106 59 0 9 38

100.0 55.7 0.0 8.5 35.8

47 24 0 1 22

100.0 51.1 0.0 2.1 46.8

101 28 2 7 64

100.0 27.7 2.0 6.9 63.4

137 32 2 21 82

100.0 23.4 1.5 15.3 59.9

279 61 3 28 187

100.0 21.9 1.1 10.0 67.0

30 13 0 3 14

100.0 43.3 0.0 10.0 46.7

208 89 1 18 100

100.0 42.8 0.5 8.7 48.1

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

キャッシュレス決済の導入状況

全  体

5 人以下

事業所

6 人～20人

21人以上

製造業

規

模

別

業

種

別

建設業

形

態

別

企業

全体

個人事業主

非製造業
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②導入しているキャッシュレス決済 
導入しているキャッシュレス決済は「クレジットカード」が74.1％と最も高くなっている。次

いで「QRコード(PayPayなど)」が39.5％、「電子マネー(Suicaなど)」が21.1％である。 

 

【導入しているキャッシュレス決済】 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

クレジットカー

ド

電子マネー

(Suicaなど)

QRコード

(PayPayな

ど)

147 109 31 58

100.0 74.1 21.1 39.5

87 62 14 36

100.0 71.3 16.1 41.4

37 31 8 9

100.0 83.8 21.6 24.3

21 15 8 11

100.0 71.4 38.1 52.4

5 4 1 1

100.0 80.0 20.0 20.0

139 103 27 55

100.0 74.1 19.4 39.6

9 8 2 0

100.0 88.9 22.2 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

52 37 11 20

100.0 71.2 21.2 38.5

23 16 5 12

100.0 69.6 21.7 52.2

27 22 5 10

100.0 81.5 18.5 37.0

28 20 4 13

100.0 71.4 14.3 46.4

51 43 10 12

100.0 84.3 19.6 23.5

10 7 3 2

100.0 70.0 30.0 20.0

86 59 18 44

100.0 68.6 20.9 51.2

導入しているキャッシュレス決済

全  体

5 人以下

事業所

6 人～20人

21人以上

製造業

規

模

別

業

種

別

建設業

形

態

別

企業

全体

個人事業主

非製造業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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③今後導入予定のキャッシュレス決済 
今後導入予定のキャッシュレス決済は「クレジットカード」が75.0％、「電子マネー(Suicaな

ど)」が25.0％となっている。 

 

【今後導入予定のキャッシュレス決済】 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

クレジットカー

ド

電子マネー

(Suicaなど)

QRコード

(PayPayな

ど)

4 3 1 0

100.0 75.0 25.0 0.0

2 1 1 0

100.0 50.0 50.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

2 2 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

4 3 1 0

100.0 75.0 25.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

2 2 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

2 1 1 0

100.0 50.0 50.0 0.0

3 2 1 0

100.0 66.7 33.3 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

全体

今後導入予定のキャッシュレス決済

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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④キャッシュレス決済を導入しない理由 
キャッシュレス決済を導入しない理由は「適用する取引が無い」が63.9％と最も高く、次いで

「利用客がいない」が18.2％、「手数料が負担」が15.4％である。 

 

【キャッシュレス決済を導入しない理由】 ※複数回答 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

手数料が

負担

利用客が

いない

適用する

取引が無い
面倒

280 43 51 179 19

100.0 15.4 18.2 63.9 6.8

167 34 40 89 16

100.0 20.4 24.0 53.3 9.6

76 7 7 59 3

100.0 9.2 9.2 77.6 3.9

32 2 2 28 0

100.0 6.3 6.3 87.5 0.0

24 2 1 21 1

100.0 8.3 4.2 87.5 4.2

255 40 50 158 17

100.0 15.7 19.6 62.0 6.7

54 0 7 46 2

100.0 0.0 13.0 85.2 3.7

9 0 2 7 0

100.0 0.0 22.2 77.8 0.0

36 10 10 16 2

100.0 27.8 27.8 44.4 5.6

19 11 4 0 7

100.0 57.9 21.1 0.0 36.8

63 9 18 37 2

100.0 14.3 28.6 58.7 3.2

74 10 9 52 4

100.0 13.5 12.2 70.3 5.4

176 15 31 131 3

100.0 8.5 17.6 74.4 1.7

13 1 1 11 0

100.0 7.7 7.7 84.6 0.0

91 27 19 37 16

100.0 29.7 20.9 40.7 17.6

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

全体

キャッシュレス決済を導入しない理由

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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（６）習志野市内企業の現況 

市内企業の現況について、以下のような意見が挙げられていた。 

 

【良い点】 

・一定の家賃収入。(サービス業) 

・戦略的にマッチした。(その他非製造業) 

・季節催しによる来店増。値上がり後の高額商品と、安い在庫が動いた。(卸・小売業) 

・来客数の増加。(飲食・宿泊業) 

・コロナが落ち着いて問合せが増えた。(サービス業) 

・留学生入国者数。(その他非製造業) 

・安定した不動産賃料を確保しているため。(その他非製造業) 

 

【悪い点】 

・人手不足。(その他非製造業) 

・医薬品供給不足、薬価改定の影響。(その他非製造業) 

・受注減少。(サービス業) 

・少子化、保育需要の変化、施設のつくり過ぎ。(その他非製造業) 

・ロックダウン時に失った内容及び６月以降に先送りになった偏った仕事が元の時期に戻らず。

(サービス業) 

・稼働率低下。(その他非製造業) 

・仕入れ価格上昇による仕入れ在庫不足。(その他非製造業) 

・コロナ以降回復の兆し無し。(その他非製造業) 

・紅麹事件による消費意識の低下。(卸・小売業) 

・診療報酬の減少、患者数の減少が影響。(その他非製造業) 

・会社解散。(サービス業) 

・個人事業者等の確定申告業務が終了したため、収入は落ち込む。(サービス業) 

・人件費の増加。(その他非製造業) 

・患者の減少。(その他非製造業) 

・エネルギー価格の高騰。(飲食・宿泊業) 

・顧客開拓難。(サービス業) 

・インフレ 物価高に対して賃料上昇が見込めない。(その他非製造業) 

・労働者不足。(建設業) 
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３．千葉県と習志野市の企業倒産、休廃業・解散動向 

（１）企業倒産動向 
 

【倒産概況】 

 

【業種別倒産概況】 

 

【倒産件数と負債額の推移】 

≪習志野市≫                  ≪千葉県全体≫ 

 

  

69 66 77 65 69

22,360 

9,639 

17,301 

6,745 

9,018 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

100

200

300

400

500

600

2023 4

2023 6

2023 7

2023 9

2023 10

2023 12

2024 1

2024 3

2024 4

2024 6

1
2 2 1

0

600

165

40 68

0

0

100

200

300

400

500

600

700

0

5

10

15

2023 4

2023 6

2023 7

2023 9

2023 10

2023 12

2024 1

2024 3

2024 4

2024 6

1 1 0 -100.0% -100.0%

600 68 0 -100.0% -100.0%

69 65 69 6.2% 0.0%

22,360 6,745 9,018 33.7% -59.7%

0 0 0 - -

0 0 0 - -

0 0 0 - -

0 1 0 -100.0% -

0 0 0 - -

1 0 0 - -100.0%

0 0 0 - -

1 1 0 -100.0% -100.0%

5 6 5 -16.7% 0.0%

16 18 15 -16.7% -6.3%

6 6 5 -16.7% -16.7%

12 11 12 9.1% 0.0%

5 5 9 80.0% 80.0%

15 10 12 20.0% -20.0%

10 9 11 22.2% 10.0%

69 65 69 6.2% 0.0%
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（２）休廃業・解散動向 
 

【休廃業・解散概況】 

 

【業種別休廃業・解散概況】 

 

  

１.企業倒産動向 

2024年4月～6月期の倒産件数は、習志野市では0件で前期比1件減となり、千葉県全体では

69件で前期比6.2％増となった。 

業種別にみると、千葉県全体では、「建設業」（15件）が最も多く、次いで「卸・小売業」

（12件）、「サービス業」（12件）と続いた。なお、前期から件数が増加した業種は「卸・小

売業」で9.1％増、「飲食・宿泊業」で80.0％増、「サービス業」で20.0％増、「その他非製

造業」で22.2％増となる。 

 

２.休廃業・解散動向 

2024年4月～6月期の休廃業・解散件数は、習志野市では11件で前期比38.9％減、千葉県全

体では589件で前期比13.6％減となった。 

業種別にみると、習志野市は、「サービス業」が5件と最も多く、次いで「製造業」（2件）

と続いた。前期から件数が増加した業種は「サービス業」並びに「製造業」であり、それぞれ

66.7％増、100.0％となっている。千葉県全体では、「卸・小売業」（123件）が最も多く、

次いで「その他非製造業」（119件）、「建設業」（114件）と続いた。なお、前期から件数が

増加した業種は「運輸・通信業」で11.6％増となる。 

8 2.0% 18 2.6% 11 1.9% -38.9% 37.5%

394 100.0% 682 100.0% 589 100.0% -13.6% 49.5%

0 0.0% 1 5.6% 2 18.2% 100.0% -

3 37.5% 5 27.8% 1 9.1% -80.0% -66.7%

0 0.0% 1 5.6% 1 9.1% 0.0% -

1 12.5% 2 11.1% 1 9.1% -50.0% 0.0%

0 0.0% 1 5.6% 0 0.0% -100.0% -

3 37.5% 3 16.7% 5 45.5% 66.7% 66.7%

1 12.5% 5 27.8% 1 9.1% -80.0% 0.0%

8 100.0% 18 100.0% 11 100.0% -38.9% 37.5%

43 10.9% 60 8.8% 56 9.5% -6.7% 30.2%

80 20.3% 148 21.7% 114 19.4% -23.0% 42.5%

29 7.4% 43 6.3% 48 8.1% 11.6% 65.5%

76 19.3% 144 21.1% 123 20.9% -14.6% 61.8%

11 2.8% 27 4.0% 25 4.2% -7.4% 127.3%

88 22.3% 140 20.5% 104 17.7% -25.7% 18.2%

67 17.0% 120 17.6% 119 20.2% -0.8% 77.6%

394 100.0% 682 100.0% 589 100.0% -13.6% 49.5%
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４．附帯調査①「物価高騰等による影響について」 

（１）調査目的 
附帯調査では、景気に大きな影響を与える物価高騰をはじめとして、直近の社会情勢を考慮し

た3つの話題をテーマとした。本章では「物価高騰等による影響」についてまとめる。 

 2022年4月に発生したロシアのウクライナ侵攻や、新型コロナウイルスによる人手不足及びサ

プライチェーンの混乱を背景として、世界的に物価高騰が喫緊の課題となっている。さらに、国

内では2022年から加速した円安を要因として、燃料をはじめとする輸入品目の価格の高騰が発生

している。2024年9月現在、円安の傾向は緩和しつつあるものの、長期的に見れば依然として安

値水準であり、その影響は今後もしばらく継続すると予想される。 

 こうした背景から、市内事業者への物価高騰の影響や、価格転嫁の状況、並びに今後期待され

る企業支援の内容を把握する必要がある。前回の調査では物価高騰の影響を調査項目としていた

が、今回は新たに価格転嫁の状況に関する調査項目を追加し、今後の施策の手がかりとする。 

 

（２）調査結果のまとめ 
【調査結果のポイント】 

・物価高騰の影響では、「原材料費・資材費の増加」及び「光熱水費の増加」など、費用の増加

が大きな割合を占めている他、「利幅の縮小」及び「商品・サービス価格の値上げ」など売上に

直結する影響も無視できない。 

・価格転嫁の状況では、「全て転嫁できている」は全体の僅か5.8％に留まり、3割以下（「全く

できていない」及び「1～3割程度できている」の合計）の事業者は、全体の4割半ばを占めてい

る。 

・販売価格への転嫁を実施しなかった理由は、「取引先・顧客が離れてしまう等のおそれがある

ため」が6割程度で最も高かった。 

・現在習志野市に期待する施策は、「助成金の交付」が5割強で突出して高い。 

 

【調査結果の概要】 

附帯調査設問 調査結果（主なもの） 

p.31 

物価高騰による影響 

「原材料費・資材費の増加」68.4％ 

「光熱水費の増加」56.7％ 

「利幅の縮小」43.7％ 

p.32 

価格転嫁の状況 

「全くできていない」25.5% 

「1～3 割程度できている」20.2% 

「4～6 割程度できている」16.9% 
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p. 33 

価格転嫁による業績への影

響 

「受注量・利益ともに変化なし」30.6% 

「受注量は変化なく利益は低下」23.0% 

「受注量・利益ともに低下」が 21.9% 

 

p.34 

価格転嫁を実施しなかった

理由 

「取引先・顧客が離れてしまう等のおそれがあるため」59.9% 

「取引先から価格転嫁に難色を示されたため」12.7% 

「価格転嫁しなくても十分な利益が確保できているため」10.2% 

p.35 

習志野市に期待すること 

「助成金の交付」52.6% 

「特になし」33.1% 

「融資等の資金繰り支援」21.1% 
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（３）調査結果 

①物価高騰による影響 
物価高騰の影響は、「原材料費・資材費の増加」が68.4％と最も高く、次いで「光熱水費の増

加」が56.7％、「利幅の縮小」が43.7％である。 

 

【物価高騰による影響】 ※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

原材料費・

資材費の増

加

輸送コストの

増加

光熱水費の

増加

商品・サービ

ス価格の値

上げ

利幅の縮小 受注の減少 その他
特に影響を

受けていない

529 362 165 300 207 231 102 13 42

100.0 68.4 31.2 56.7 39.1 43.7 19.3 2.5 7.9

311 208 88 171 125 132 72 10 29

100.0 66.9 28.3 55.0 40.2 42.4 23.2 3.2 9.3

140 102 50 75 50 63 20 2 10

100.0 72.9 35.7 53.6 35.7 45.0 14.3 1.4 7.1

70 48 26 51 28 32 7 1 1

100.0 68.6 37.1 72.9 40.0 45.7 10.0 1.4 1.4

38 35 25 22 21 21 13 0 2

100.0 92.1 65.8 57.9 55.3 55.3 34.2 0.0 5.3

486 323 138 275 183 207 85 13 40

100.0 66.5 28.4 56.6 37.7 42.6 17.5 2.7 8.2

77 68 26 36 23 31 24 1 1

100.0 88.3 33.8 46.8 29.9 40.3 31.2 1.3 1.3

11 4 6 4 0 2 0 1 3

100.0 36.4 54.5 36.4 0.0 18.2 0.0 9.1 27.3

107 74 54 61 61 58 30 0 5

100.0 69.2 50.5 57.0 57.0 54.2 28.0 0.0 4.7

47 43 12 37 24 32 9 2 0

100.0 91.5 25.5 78.7 51.1 68.1 19.1 4.3 0.0

103 57 19 53 36 28 15 2 16

100.0 55.3 18.4 51.5 35.0 27.2 14.6 1.9 15.5

141 77 21 84 39 56 7 7 15

100.0 54.6 14.9 59.6 27.7 39.7 5.0 5.0 10.6

289 202 103 154 110 118 59 7 24

100.0 69.9 35.6 53.3 38.1 40.8 20.4 2.4 8.3

33 23 12 15 18 11 4 0 3

100.0 69.7 36.4 45.5 54.5 33.3 12.1 0.0 9.1

207 137 50 131 79 102 39 6 15

100.0 66.2 24.2 63.3 38.2 49.3 18.8 2.9 7.2

全体

物価高騰の影響

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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②価格転嫁の状況 
販売価格への転嫁の状況は、「全くできていない」が25.5%で最も高く、次いで「1～3割程度

できている」が20.2%、「4～6割程度できている」が16.9%となった。 

 

【価格転嫁の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

全て価格転

嫁できている

7～9割程

度できている

4～6割程

度できている

1～3割程

度できている

全くできてい

ない

コスト増がな

い

コスト増はあ

るが経営判

断として価格

転嫁していな

い

コスト削減に

より価格転

嫁をしなくて

も済んでいる

514 30 58 87 104 131 21 72 11

100.0 5.8 11.3 16.9 20.2 25.5 4.1 14.0 2.1

303 16 33 47 59 75 15 52 6

100.0 5.3 10.9 15.5 19.5 24.8 5.0 17.2 2.0

137 10 17 22 29 40 4 13 2

100.0 7.3 12.4 16.1 21.2 29.2 2.9 9.5 1.5

67 4 6 15 16 15 1 7 3

100.0 6.0 9.0 22.4 23.9 22.4 1.5 10.4 4.5

38 4 5 14 13 2 0 0 0

100.0 10.5 13.2 36.8 34.2 5.3 0.0 0.0 0.0

471 26 53 71 90 127 21 72 11

100.0 5.5 11.3 15.1 19.1 27.0 4.5 15.3 2.3

75 4 12 19 17 16 0 7 0

100.0 5.3 16.0 25.3 22.7 21.3 0.0 9.3 0.0

11 1 1 5 0 0 2 1 1

100.0 9.1 9.1 45.5 0.0 0.0 18.2 9.1 9.1

107 10 11 23 29 23 3 7 1

100.0 9.3 10.3 21.5 27.1 21.5 2.8 6.5 0.9

46 2 4 7 10 12 0 10 1

100.0 4.3 8.7 15.2 21.7 26.1 0.0 21.7 2.2

98 5 17 7 17 18 10 21 3

100.0 5.1 17.3 7.1 17.3 18.4 10.2 21.4 3.1

134 4 8 10 17 58 6 26 5

100.0 3.0 6.0 7.5 12.7 43.3 4.5 19.4 3.7

284 18 42 49 60 61 16 32 6

100.0 6.3 14.8 17.3 21.1 21.5 5.6 11.3 2.1

29 2 3 6 8 6 2 2 0

100.0 6.9 10.3 20.7 27.6 20.7 6.9 6.9 0.0

201 10 13 32 36 64 3 38 5

100.0 5.0 6.5 15.9 17.9 31.8 1.5 18.9 2.5

販売価格への転嫁の状況

全体

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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③価格転嫁による業績への影響 
価格転嫁したことによる業績への影響は、「受注量・利益ともに変化なし」が30.6%で最も高

く、次いで「受注量は変化なく利益は低下」が23.0%、「受注量・利益ともに低下」が21.9%と

なった。 

 
【価格転嫁による業績への影響】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

受注量・利

益ともに低下

受注量は低

下し利益は

変化なし

受注量は低

下したが利

益は上昇

受注量は変

化なく利益

は低下

受注量・利

益ともに変化

なし

受注量は変

化なく利益

は上昇

受注量は上

昇したが利

益は低下

受注量は上

昇し利益は

変化なし

受注量・利

益ともに上昇

278 61 24 9 64 85 12 5 9 9

100.0 21.9 8.6 3.2 23.0 30.6 4.3 1.8 3.2 3.2

154 36 13 6 39 49 1 3 5 2

100.0 23.4 8.4 3.9 25.3 31.8 0.6 1.9 3.2 1.3

78 17 8 0 14 27 4 0 2 6

100.0 21.8 10.3 0.0 17.9 34.6 5.1 0.0 2.6 7.7

41 5 3 3 11 8 6 2 2 1

100.0 12.2 7.3 7.3 26.8 19.5 14.6 4.9 4.9 2.4

36 5 4 3 9 10 2 2 1 0

100.0 13.9 11.1 8.3 25.0 27.8 5.6 5.6 2.8 0.0

239 53 20 6 55 75 10 3 8 9

100.0 22.2 8.4 2.5 23.0 31.4 4.2 1.3 3.3 3.8

52 11 5 2 11 20 2 0 0 1

100.0 21.2 9.6 3.8 21.2 38.5 3.8 0.0 0.0 1.9

7 1 2 0 1 1 1 0 0 1

100.0 14.3 28.6 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0 0.0 14.3

73 24 7 1 19 18 2 0 2 0

100.0 32.9 9.6 1.4 26.0 24.7 2.7 0.0 2.7 0.0

22 4 2 0 7 5 0 1 1 2

100.0 18.2 9.1 0.0 31.8 22.7 0.0 4.5 4.5 9.1

46 7 2 2 9 15 4 0 3 4

100.0 15.2 4.3 4.3 19.6 32.6 8.7 0.0 6.5 8.7

39 6 2 1 8 16 1 2 2 1

100.0 15.4 5.1 2.6 20.5 41.0 2.6 5.1 5.1 2.6

169 33 17 6 38 52 8 4 5 6

100.0 19.5 10.1 3.6 22.5 30.8 4.7 2.4 3.0 3.6

19 1 1 1 6 8 1 0 1 0

100.0 5.3 5.3 5.3 31.6 42.1 5.3 0.0 5.3 0.0

90 27 6 2 20 25 3 1 3 3

100.0 30.0 6.7 2.2 22.2 27.8 3.3 1.1 3.3 3.3

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

全体

価格転嫁の影響

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上
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④価格転嫁を実施しなかった理由 
販売価格への転嫁を実施しなかった理由は、「取引先・顧客が離れてしまう等のおそれがある

ため」が59.9%で最も高く、次いで「取引先から価格転嫁に難色を示されたため」が12.7%、

「価格転嫁しなくても十分な利益が確保できているため」が10.2%となった。 

 

【販売価格への転嫁を実施しなかった理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

価格転嫁し

なくても十分

な利益が確

保できている

ため

取引先・顧

客が離れて

しまう等のお

それがあるた

め

取引先から

価格転嫁に

難色を示さ

れたため

その他

197 20 118 25 48

100.0 10.2 59.9 12.7 24.4

123 15 84 15 18

100.0 12.2 68.3 12.2 14.6

51 3 27 8 18

100.0 5.9 52.9 15.7 35.3

22 2 6 2 12

100.0 9.1 27.3 9.1 54.5

2 1 1 0 0

100.0 50.0 50.0 0.0 0.0

193 19 115 25 48

100.0 9.8 59.6 13.0 24.9

23 1 16 9 3

100.0 4.3 69.6 39.1 13.0

1 1 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

29 2 19 5 5

100.0 6.9 65.5 17.2 17.2

21 3 16 0 3

100.0 14.3 76.2 0.0 14.3

39 6 25 4 5

100.0 15.4 64.1 10.3 12.8

80 6 39 7 32

100.0 7.5 48.8 8.8 40.0

90 8 49 18 26

100.0 8.9 54.4 20.0 28.9

8 2 2 1 3

100.0 25.0 25.0 12.5 37.5

99 10 67 6 19

100.0 10.1 67.7 6.1 19.2

全体

販売価格への転嫁を実施しなかった理由

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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⑤習志野市に期待すること 
物価高騰の影響に対して、現在必要としている支援や習志野市に期待することは、「助成金の

交付」が52.6%で最も高く、次いで「特になし」が33.1%、「融資等の資金繰り支援」が21.1%

となった。 

 

【現在必要としている支援や習志野市に期待すること】 ※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

相談窓口の

設置

融資等の資

金繰り支援

行政から適

正な価格転

嫁の要請

対応事例等

の情報提供

仕入先・販

売先の開拓

支援

専門家派遣
助成金の交

付
その他 特になし

513 31 108 59 30 42 3 270 13 170

100.0 6.0 21.1 11.5 5.8 8.2 0.6 52.6 2.5 33.1

304 22 72 23 15 30 2 155 8 109

100.0 7.2 23.7 7.6 4.9 9.9 0.7 51.0 2.6 35.9

135 6 30 25 10 8 1 78 5 34

100.0 4.4 22.2 18.5 7.4 5.9 0.7 57.8 3.7 25.2

66 3 6 11 5 2 0 37 0 21

100.0 4.5 9.1 16.7 7.6 3.0 0.0 56.1 0.0 31.8

36 0 13 4 1 6 0 22 0 11

100.0 0.0 36.1 11.1 2.8 16.7 0.0 61.1 0.0 30.6

472 30 95 55 29 35 3 247 13 157

100.0 6.4 20.1 11.7 6.1 7.4 0.6 52.3 2.8 33.3

77 6 23 11 3 3 1 41 1 22

100.0 7.8 29.9 14.3 3.9 3.9 1.3 53.2 1.3 28.6

10 0 1 3 2 0 0 6 0 3

100.0 0.0 10.0 30.0 20.0 0.0 0.0 60.0 0.0 30.0

104 7 25 9 4 12 0 56 2 39

100.0 6.7 24.0 8.7 3.8 11.5 0.0 53.8 1.9 37.5

44 2 6 4 2 4 0 28 2 13

100.0 4.5 13.6 9.1 4.5 9.1 0.0 63.6 4.5 29.5

101 5 14 9 8 5 1 36 1 49

100.0 5.0 13.9 8.9 7.9 5.0 1.0 35.6 1.0 48.5

136 10 26 19 10 11 1 80 7 31

100.0 7.4 19.1 14.0 7.4 8.1 0.7 58.8 5.1 22.8

284 19 77 34 17 26 3 162 4 81

100.0 6.7 27.1 12.0 6.0 9.2 1.1 57.0 1.4 28.5

31 0 3 4 1 3 0 8 1 17

100.0 0.0 9.7 12.9 3.2 9.7 0.0 25.8 3.2 54.8

198 12 28 21 12 13 0 100 8 72

100.0 6.1 14.1 10.6 6.1 6.6 0.0 50.5 4.0 36.4

全体

現在必要としている支援や習志野市に期待すること

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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５．附帯調査②「従業員への賃上げについて」 

（１）調査目的 
物価高騰に伴って国内で課題となっているのが、実質賃金の低下である。厚生労働省が公表し

たデータによると、2024年7月の時点で過去最長の26ヶ月連続マイナスを記録した。実質賃金と

は、労働者が受け取る名目賃金から物価変動による影響を除外した賃金の動きをみる指標であ

り、物価が上昇すると実質賃金は低下する。企業による2年連続の賃上げによりマイナス幅は縮小

傾向にあるものの、依然として物価高騰に賃金の伸びが追い付かない状況が続いている。 

 このような背景から、市内事業者における従業員の賃上げ状況を把握する必要があると考え

た。前述の附帯調査①「物価高騰等による影響について」と併せて調査を行うことで、物価と人

件費という2つの側面から、市内事業者を取り巻く経営環境をより深く分析する。 

 

（２）調査結果のまとめ 
【調査結果のポイント】 

・賃上げの実施状況は、2023年度においては「実施」が4割強で平均賃上げ率は4.23％、2024年

度においては「実施・実施予定」が4割半ばで平均賃上げ率は4.62％であった。 

・賃上げの内容は、2023年度においては「ベースアップ」が5割強で「定期昇給」が5割弱、

2024年度においては「ベースアップ」が5割半ばで「定期昇給」が4割強となった。 

・賃上げ実施の背景は、2023年度と2024年度のいずれにおいても「人材確保・定着やモチベー

ション向上のため」が最も高い。 

・賃上げを実施しなかったまたは実施する予定がない理由は、「原材料価格・燃料価格・光熱水

費が高騰しているため」及び「業績不振により対応できないため」が３割半ばと同率で最も高

い。 

 

【調査結果の概要】 

附帯調査設問 調査結果（主なもの） 

p.38 

賃上げの実施状況・賃上げ

率 

【2023 年度】 

「実施なし」58.6%  

「実施」41.4% 

平均賃上げ率 4.23％ 

 

【2024 年度】 

「実施なし」55.3% 

「実施・実施予定」44.7% 

平均賃上げ率 4.62％ 
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p.39 

賃上げの内容 

【2023 年度】 

「ベースアップ」52.8% 

「定期昇給」47.2% 

 

【2024 年度】 

「ベースアップ」56.3% 

「定期昇給」43.7% 

p.40 

賃上げ実施の背景 

【2023 年度】 

「人材確保・定着やモチベーション向上のため」65.9% 

「最低賃金が引き上げられたため」46.4% 

「業績好調のため」10.6% 

 

【2024 年度】 

「人材確保・定着やモチベーション向上のため」73.8% 

「最低賃金が引き上げられたため」39.0% 

「業績好調のため」12.3% 

p.42 

賃上げを実施しなかったま

たは実施する予定がない理

由 

「原材料価格・燃料価格・光熱水費が高騰しているため」34.7% 

「業績不振により対応できないため」34.7% 

「受注の先行きに不安があるため」20.8% 
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（３）調査結果 

①賃上げの実施状況・賃上げ率 
賃上げの実施状況は、2023年度においては「実施なし」が58.6%、「実施」が41.4%とな

り、平均賃上げ率は4.23％であった。2024年度においては「実施なし」が55.3%、「実施・実

施予定」が44.7%となり、平均賃上げ率は4.62％であった。 

 

【賃上げの実施状況・賃上げ率】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

実施 実施なし
平均

賃上げ率

実施・実施

予定
実施なし

平均

賃上げ率

507 210 297 4.23 501 224 277 4.62

100.0 41.4 58.6 100.0 44.7 55.3

290 60 230 5.07 286 66 220 5.21

100.0 20.7 79.3 100.0 23.1 76.9

139 93 46 4.15 138 98 40 4.43

100.0 66.9 33.1 100.0 71.0 29.0

71 55 16 3.54 70 58 12 4.31

100.0 77.5 22.5 100.0 82.9 17.1

36 16 20 2.98 36 20 16 3.82

100.0 44.4 55.6 100.0 55.6 44.4

465 191 274 4.27 459 202 257 4.62

100.0 41.1 58.9 100.0 44.0 56.0

77 31 46 5.00 76 35 41 4.78

100.0 40.3 59.7 100.0 46.1 53.9

11 5 6 4.25 11 5 6 5.88

100.0 45.5 54.5 100.0 45.5 54.5

104 35 69 4.56 100 34 66 3.98

100.0 33.7 66.3 100.0 34.0 66.0

39 17 22 6.70 38 15 23 6.71

100.0 43.6 56.4 100.0 39.5 60.5

98 35 63 3.60 98 37 61 4.96

100.0 35.7 64.3 100.0 37.8 62.2

136 68 68 3.50 136 76 60 3.99

100.0 50.0 50.0 100.0 55.9 44.1

289 124 165 4.18 287 136 151 4.71

100.0 42.9 57.1 100.0 47.4 52.6

32 17 15 4.61 31 18 13 3.83

100.0 53.1 46.9 100.0 58.1 41.9

186 69 117 4.23 183 70 113 4.69

100.0 37.1 62.9 100.0 38.3 61.7

賃上げの実施状況【2024年度】

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

全  体

全体

賃上げの実施状況【2023年度】

全体

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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②賃上げの内容 
賃上げの内容は、2023年度においては「ベースアップ」が52.8%、「定期昇給」が47.2%と

なった。2024年度においては「ベースアップ」が56.3%、「定期昇給」が43.7%となった。 

 

【賃上げの内容】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

定期昇給 ベースアップ 定期昇給 ベースアップ

193 91 102 197 86 111

100.0 47.2 52.8 100.0 43.7 56.3

56 22 34 60 21 39

100.0 39.3 60.7 100.0 35.0 65.0

88 43 45 86 44 42

100.0 48.9 51.1 100.0 51.2 48.8

47 26 21 49 21 28

100.0 55.3 44.7 100.0 42.9 57.1

14 8 6 18 8 10

100.0 57.1 42.9 100.0 44.4 55.6

177 83 94 178 78 100

100.0 46.9 53.1 100.0 43.8 56.2

29 12 17 30 17 13

100.0 41.4 58.6 100.0 56.7 43.3

5 1 4 5 1 4

100.0 20.0 80.0 100.0 20.0 80.0

33 16 17 30 14 16

100.0 48.5 51.5 100.0 46.7 53.3

16 4 12 12 4 8

100.0 25.0 75.0 100.0 33.3 66.7

31 15 16 32 11 21

100.0 48.4 51.6 100.0 34.4 65.6

63 35 28 69 31 38

100.0 55.6 44.4 100.0 44.9 55.1

116 51 65 124 57 67

100.0 44.0 56.0 100.0 46.0 54.0

15 11 4 17 6 11

100.0 73.3 26.7 100.0 35.3 64.7

62 29 33 56 23 33

100.0 46.8 53.2 100.0 41.1 58.9

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

全体

賃上げの内容

【2023年度】
全体

賃上げの内容

【2024年度】

全  体
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③賃上げ実施の背景 
賃上げ実施の背景は、2023年度においては「人材確保・定着やモチベーション向上のため」が

65.9%で最も高く、次いで「最低賃金が引き上げられたため」が46.4%、「業績好調のため」が

10.6%となった。2024年度においては「人材確保・定着やモチベーション向上のため」が

73.8%で最も高く、次いで「最低賃金が引き上げられたため」が39.0%、「業績好調のため」が

12.3%となった。 

 

【賃上げ実施の背景（2023年度）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

業績好調の

ため

主要な商

品・サービス

に一定の価

格転嫁が行

えたため

人材確保・

定着やモチ

ベーション向

上のため

最低賃金が

引き上げら

れたため

新卒採用者

の初任給や

非正規社員

の給与を引

き上げたため

時間外労働

の削減により

手取り額が

減少している

ため

税制の優遇

措置（所得

拡大促進税

制）を利用

するため

その他

179 19 4 118 83 14 9 2 10

100.0 10.6 2.2 65.9 46.4 7.8 5.0 1.1 5.6

48 4 0 27 27 1 1 0 2

100.0 8.3 0.0 56.3 56.3 2.1 2.1 0.0 4.2

79 9 2 55 32 3 6 1 5

100.0 11.4 2.5 69.6 40.5 3.8 7.6 1.3 6.3

50 6 2 35 22 9 2 1 3

100.0 12.0 4.0 70.0 44.0 18.0 4.0 2.0 6.0

14 2 1 13 7 3 1 0 1

100.0 14.3 7.1 92.9 50.0 21.4 7.1 0.0 7.1

162 17 3 104 74 11 8 2 9

100.0 10.5 1.9 64.2 45.7 6.8 4.9 1.2 5.6

28 4 1 20 7 0 3 0 0

100.0 14.3 3.6 71.4 25.0 0.0 10.7 0.0 0.0

4 1 1 2 1 0 2 0 0

100.0 25.0 25.0 50.0 25.0 0.0 50.0 0.0 0.0

26 1 0 13 19 2 1 0 1

100.0 3.8 0.0 50.0 73.1 7.7 3.8 0.0 3.8

15 0 0 10 12 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 66.7 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0

29 8 1 18 12 5 0 0 1

100.0 27.6 3.4 62.1 41.4 17.2 0.0 0.0 3.4

60 3 0 41 23 4 2 2 7

100.0 5.0 0.0 68.3 38.3 6.7 3.3 3.3 11.7

107 13 3 75 42 9 6 2 7

100.0 12.1 2.8 70.1 39.3 8.4 5.6 1.9 6.5

15 2 1 10 6 2 2 0 1

100.0 13.3 6.7 66.7 40.0 13.3 13.3 0.0 6.7

57 4 0 33 35 3 1 0 2

100.0 7.0 0.0 57.9 61.4 5.3 1.8 0.0 3.5

全体

賃上げ実施の背景【2023年度】

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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【賃上げ実施の背景（2024年度）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

業績好調の

ため

主要な商

品・サービス

に一定の価

格転嫁が行

えたため

人材確保・

定着やモチ

ベーション向

上のため

最低賃金が

引き上げら

れたため

新卒採用者

の初任給や

非正規社員

の給与を引

き上げたため

時間外労働

の削減により

手取り額が

減少している

ため

税制の優遇

措置（所得

拡大促進税

制）を利用

するため

その他

195 24 8 144 76 18 8 4 14

100.0 12.3 4.1 73.8 39.0 9.2 4.1 2.1 7.2

56 6 4 39 23 2 0 0 3

100.0 10.7 7.1 69.6 41.1 3.6 0.0 0.0 5.4

84 12 2 64 32 4 5 2 5

100.0 14.3 2.4 76.2 38.1 4.8 6.0 2.4 6.0

53 6 2 39 20 11 3 2 6

100.0 11.3 3.8 73.6 37.7 20.8 5.7 3.8 11.3

18 3 1 15 7 3 1 0 2

100.0 16.7 5.6 83.3 38.9 16.7 5.6 0.0 11.1

175 21 7 127 69 15 7 4 12

100.0 12.0 4.0 72.6 39.4 8.6 4.0 2.3 6.9

31 4 1 28 8 1 4 1 0

100.0 12.9 3.2 90.3 25.8 3.2 12.9 3.2 0.0

4 2 1 3 0 0 2 0 0

100.0 50.0 25.0 75.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

29 3 1 16 16 4 0 0 3

100.0 10.3 3.4 55.2 55.2 13.8 0.0 0.0 10.3

13 0 0 8 11 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 61.5 84.6 0.0 0.0 0.0 0.0

32 8 2 21 13 5 0 1 0

100.0 25.0 6.3 65.6 40.6 15.6 0.0 3.1 0.0

66 4 2 51 21 5 1 2 9

100.0 6.1 3.0 77.3 31.8 7.6 1.5 3.0 13.6

119 18 7 89 37 13 6 3 9

100.0 15.1 5.9 74.8 31.1 10.9 5.0 2.5 7.6

17 2 0 12 7 1 2 0 3

100.0 11.8 0.0 70.6 41.2 5.9 11.8 0.0 17.6

59 4 1 43 32 4 0 1 2

100.0 6.8 1.7 72.9 54.2 6.8 0.0 1.7 3.4

全体

賃上げ実施の背景【2024年度】

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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④賃上げを実施しなかったまたは実施する予定がない理由 
賃上げを実施しなかったまたは実施する予定がない理由は、「原材料価格・燃料価格・光熱水

費が高騰しているため」及び「業績不振により対応できないため」が34.7%と同率で最も高く、

次いで「受注の先行きに不安があるため」が20.8%となった。 

 

【賃上げを実施しなかったまたは実施する予定がない理由】 ※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

2022年12

月までに十

分な賃上げ

を実施したた

め

手当・賞与

の増額や福

利厚生の充

実を優先さ

せるため

新商品開発

や販路開

拓、設備投

資等を優先

するため

増員をした

（予定して

いる）ことに

より対応でき

ないため

十分に価格

転嫁ができ

ていなく対応

できないため

原材料価

格・燃料価

格・光熱水

費が高騰し

ているため

受注の先行

きに不安が

あるため

社会保険料

の増加により

会社負担が

増えているた

め

業績不振に

より対応でき

ないため

その他

303 25 28 11 12 62 105 63 49 105 52

100.0 8.3 9.2 3.6 4.0 20.5 34.7 20.8 16.2 34.7 17.2

230 16 13 10 7 53 80 48 31 79 43

100.0 7.0 5.7 4.3 3.0 23.0 34.8 20.9 13.5 34.3 18.7

53 2 15 0 4 6 19 15 12 17 7

100.0 3.8 28.3 0.0 7.5 11.3 35.8 28.3 22.6 32.1 13.2

16 6 0 1 1 3 6 0 6 7 1

100.0 37.5 0.0 6.3 6.3 18.8 37.5 0.0 37.5 43.8 6.3

19 2 2 1 1 4 7 8 3 9 2

100.0 10.5 10.5 5.3 5.3 21.1 36.8 42.1 15.8 47.4 10.5

281 23 26 10 11 57 96 55 46 95 50

100.0 8.2 9.3 3.6 3.9 20.3 34.2 19.6 16.4 33.8 17.8

45 7 9 1 1 7 16 17 14 13 6

100.0 15.6 20.0 2.2 2.2 15.6 35.6 37.8 31.1 28.9 13.3

6 1 0 0 0 0 2 1 1 0 2

100.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 16.7 16.7 0.0 33.3

72 1 2 4 2 23 30 15 11 37 12

100.0 1.4 2.8 5.6 2.8 31.9 41.7 20.8 15.3 51.4 16.7

25 2 1 2 1 3 16 1 2 12 2

100.0 8.0 4.0 8.0 4.0 12.0 64.0 4.0 8.0 48.0 8.0

69 9 5 0 2 12 14 13 4 13 19

100.0 13.0 7.2 0.0 2.9 17.4 20.3 18.8 5.8 18.8 27.5

64 3 9 3 5 12 18 8 14 20 9

100.0 4.7 14.1 4.7 7.8 18.8 28.1 12.5 21.9 31.3 14.1

168 15 22 6 7 32 51 49 39 55 25

100.0 8.9 13.1 3.6 4.2 19.0 30.4 29.2 23.2 32.7 14.9

15 3 2 1 0 4 2 0 1 3 3

100.0 20.0 13.3 6.7 0.0 26.7 13.3 0.0 6.7 20.0 20.0

120 7 4 4 5 26 52 14 9 47 24

100.0 5.8 3.3 3.3 4.2 21.7 43.3 11.7 7.5 39.2 20.0

全体

賃上げを実施しなかったまたは実施する予定がない理由

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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６．附帯調査③「インボイス制度について」 

（１）調査目的 
 附帯調査の3つ目のテーマは、インボイス制度が導入されたことによる影響についてである。イ

ンボイス制度とは、2023年10月1日から開始した消費税の仕入税額控除の方式であり、仕入税額

控除を受けるためには一定の要件を満たした適格請求書（インボイス）の発行・保存が必要とな

る。制度導入前には、適格請求書発行事業者への登録が求められ、導入後は適格請求書の発行・

保存に加えて、制度に対応した帳簿の作成が必要となることから、事業者にとって作業負担が増

大するとの指摘が多くなされていた。 

 そこで、比較的中小企業の多い本調査においてインボイス制度の影響について調査すること

で、中小企業への影響の有無や程度を把握し、市政としてどのような支援が必要かを検討する一

助としたい。 

 

（２）調査結果のまとめ 
【調査結果のポイント】 

・回答のあった事業者のうち、適格請求書発行事業者は7割程度であった。 

・適格請求書発行事業者として登録していない理由は、「前々年度の課税売上高が1,000万円以

下のため」が6割弱、次いで「一般消費者向けサービスを提供する業種だから」が4割程度であ

り、これら2つが主な理由である。 

・インボイス制度が開始したことによる影響は、「取引先が登録事業者かどうかの確認作業が発

生した」が4割半ばであった一方で、「特に影響はなかった」と回答した事業者は3割半ばであっ

た。 

 

【調査結果の概要】 

附帯調査設問 調査結果（主なもの） 

p.44 

適格請求書発行事業者の登

録状況 

「適格請求書発行事業者である」69.6% 

「適格請求書発行事業者ではない」24.8% 

p.45 

適格請求書発行事業者とし

て登録していない理由 

「前々年度の課税売上高が 1,000 万円以下のため」58.3% 

「一般消費者向けサービスを提供する業種だから」40.4% 

p.46 

インボイス制度の影響 

「取引先が登録事業者かどうかの確認作業が発生した」46.5% 

「特に影響はなかった」36.3% 

「取引先より受領した請求書等がインボイスの要件を満たしているか

の作業が発生した」34.3% 
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（３）調査結果 

①適格請求書発行事業者の登録状況 
適格請求書発行事業者の登録状況は、「適格請求書発行事業者である」が69.6%で最も高く、

次いで「適格請求書発行事業者ではない」が24.8%、「分からない」が5.6%となった。 

 

【適格請求書発行事業者の登録状況】 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

適格請求書

発行事業者

である

適格請求書

発行事業者

ではない

分からない

537 374 133 30

100.0 69.6 24.8 5.6

315 189 107 19

100.0 60.0 34.0 6.0

142 118 16 8

100.0 83.1 11.3 5.6

71 63 6 2

100.0 88.7 8.5 2.8

38 33 5 0

100.0 86.8 13.2 0.0

493 338 126 29

100.0 68.6 25.6 5.9

78 75 2 1

100.0 96.2 2.6 1.3

11 10 0 1

100.0 90.9 0.0 9.1

111 83 24 4

100.0 74.8 21.6 3.6

46 19 25 2

100.0 41.3 54.3 4.3

106 72 27 7

100.0 67.9 25.5 6.6

141 79 48 14

100.0 56.0 34.0 9.9

293 250 38 5

100.0 85.3 13.0 1.7

34 28 2 4

100.0 82.4 5.9 11.8

210 96 93 21

100.0 45.7 44.3 10.0

全体

適格請求書発行事業者の登録状況

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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②適格請求書発行事業者として登録していない理由 
現在、適格請求書発行事業者として登録していない理由は、「前々年度の課税売上高が1,000

万円以下のため」が58.3%で最も高く、次いで「一般消費者向けサービスを提供する業種だか

ら」が40.4%、「取引相手が仕入税額控除をしない事業者だから」が8.6%となった。 

 

【適格請求書発行事業者として登録していない理由】 ※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。  

前々年度の

課税売上高

が1,000万

円以下のた

め

取引相手が

仕入税額控

除をしない事

業者だから

一般消費者

向けサービス

を提供する

業種だから

制度内容・

対応方法が

わからず未

定・未着手

のため

その他

151 88 13 61 10 19

100.0 58.3 8.6 40.4 6.6 12.6

119 81 7 50 6 11

100.0 68.1 5.9 42.0 5.0 9.2

19 3 4 9 1 5

100.0 15.8 21.1 47.4 5.3 26.3

8 1 1 2 2 2

100.0 12.5 12.5 25.0 25.0 25.0

5 3 1 2 0 0

100.0 60.0 20.0 40.0 0.0 0.0

143 83 12 59 10 18

100.0 58.0 8.4 41.3 7.0 12.6

3 2 1 2 0 0

100.0 66.7 33.3 66.7 0.0 0.0

1 0 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

26 19 3 12 2 1

100.0 73.1 11.5 46.2 7.7 3.8

26 23 0 12 0 0

100.0 88.5 0.0 46.2 0.0 0.0

33 19 2 12 4 4

100.0 57.6 6.1 36.4 12.1 12.1

54 20 6 21 4 12

100.0 37.0 11.1 38.9 7.4 22.2

39 25 5 5 3 8

100.0 64.1 12.8 12.8 7.7 20.5

6 0 0 2 1 3

100.0 0.0 0.0 33.3 16.7 50.0

106 63 8 54 6 8

100.0 59.4 7.5 50.9 5.7 7.5

全体

適格請求書発行事業者として登録していない理由

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

形

態

別

企業

事業所

個人事業主

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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③インボイス制度の影響 
インボイス制度が開始したことによる影響は、「取引先が登録事業者かどうかの確認作業が発

生した」が46.5%で最も高く、次いで「特に影響はなかった」が36.3%、「取引先より受領した

請求書等がインボイスの要件を満たしているかの作業が発生した」が34.3%となった。 

 

【インボイス制度の影響】 ※複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答以外の回答割合を明確化するため、表頭の無回答は除いて集計・作表している。 

取引先が登

録事業者か

どうかの確認

作業が発生

した

取引先より

受領した請

求書等がイ

ンボイスの要

件を満たして

いるかの作

業が発生し

た

インボイスの

要件を満た

していない請

求書等を受

領した際の

対応が煩雑
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飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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７．調査に基づく事業提案 

（１）アンケート調査の分析 

①習志野市内企業の景況（2024年度上期）の分析 
本報告書における事業提案では、社会・経済情勢の変化による影響を捉え、習志野市におけ

る最適な支援制度を提案する。 

本アンケート調査、株式会社東京商工リサーチ『2024年上半期（1-6月）「物価高」倒産 

374件 製造業・建設業・運輸業など下請の多い産業で増加が顕著』1『上半期（1‐6月）の

「円安関連」倒産 31件 コロナ禍から最多更新、物価押し上げを懸念』2並びに総務省「労働

力調査」の結果から、習志野市内企業の業況・雇用情勢の分析を行った。 

 

Ⅰ．業況 

 株式会社東京商工リサーチが2024年7月5日に公開した『2024年上半期（1-6月）「物価

高」倒産 374件 製造業・建設業・運輸業など下請の多い産業で増加が顕著』によると、

2024年上半期（1～6月）の「物価高」を一因とする倒産は全国で374件、前年同期（303件）

の1.2倍に増えた。産業別でみると、最多は製造業の91件（前年同期比19.7％増）で、次い

で、建設業83件（同38.3％増）、運輸業74件（同48.0％増）の順となっている。円安による

資材や燃料、並びにエネルギーなどの価格上昇が続き、下請けを中心とした中小企業は上昇分

の価格転嫁が難しいことを示唆している。 

 また、同社が2024年7月1日に公開した『上半期（1‐6月）の「円安関連」倒産 31件 コロ

ナ禍から最多更新、物価押し上げを懸念』によると、2024年上半期（1～6月）の「円安」関

連倒産は、31件（前年同期比14.8％増）に達した。コロナ禍から平時に戻る中、円安に伴う仕

入コストの上昇に見舞われ、価格転嫁が容易ではない企業は経営難に陥りやすい状況が続いて

いる。 

 次に、習志野市における業況について業況判断BSIをみると、2023年1～12月はゆるやかな

改善傾向（▲24.3→▲20.0）にあったものの、2023年10～12月をピークとして、2024年7～

9月見通しまでは悪化傾向（▲20.0→▲24.9）に転じている。業種別にみると、「卸・小売

業」及び「飲食・宿泊業」は2023年7月～2024年6月の計4期にかけて、他の業種と比較して

 

1 株式会社東京商工リサーチ『2024年上半期（1-6月）「物価高」倒産 374件 製造業・建設

業・運輸業など下請の多い産業で増加が顕著』 

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198736_1527.html 

2 株式会社東京商工リサーチ『上半期（1‐6月）の「円安関連」倒産 31件 コロナ禍から最多更

新、物価押し上げを懸念』 

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198715_1527.html 
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相対的に低水準であり、とりわけ「卸・小売業」は計4期にわたり悪化し続けている。「卸・

小売業」は2次請け、3次請けと複数段階にわたって下請け業者が存在するサプライチェーン構

造であることが一般的であり、元請け事業者または販売業者に対する価格転嫁が困難であるこ

とが推測される。 

 
Ⅱ．雇用情勢 

初めに、総務省が2024年8月30日に公表した「労働力調査」をもとに全国的な傾向を探る。

同年7月時点で就業者数は6,795万人となり、24ヶ月連続の増加となっている。一方で、主な

産業別就業者を前年同月と比べると、「医療，福祉」は19万人の増加となっているのに対し

て、「運輸業，郵便」は24万人の減少となっており、業種間で傾向に大きな差が見られる。 

次に習志野市における雇用環境を確認する。人材過不足DIをみると、2022年度上期から

2023年度下期にかけて（▲27.7→▲31.1）と不足感が強まったのち、2024年度上期から

2024年度下期にかけて（▲31.1→▲31.9）とさらに不足感が強まる見通しである。規模別で

は、2023年度下期は「5人以下」が▲21.0、「6人～20人」が▲40.0、「21人以上」が 

▲55.7と、事業規模が大きいほど不足感が強い傾向がある。業種別では、2023年度下期は

「運輸・通信業」が▲50.0と最も低く、「労働力調査」における産業別就業者の推移と整合性

が見られた。 

一方で、人材採用DIをみると、2022年度上期から2022年度下期にかけて大幅に消極性が弱

まり、その後は同様に推移している。規模別では、2023年度下期は「5人以下」が▲44.7、

「6人～20人」が2.1、「21人以上」が47.9と大幅に差があり、事業規模が大きいほどより積

極性が強い傾向がある。 

最後に人材育成DIをみると、2023年度上期から下期にかけて（▲9.0→▲10.6）と消極性が

強まったものの、人材採用DIと同様に事業規模が大きいほど、より積極性が強い傾向が見られ

た。 

 

②附帯調査の分析 
 昨今の社会情勢を踏まえた支援策を検討するため、「物価高騰の影響」「賃上げの状況」

「インボイス制度の影響」の3つのテーマで附帯調査を行い、その結果について分析した。 

 

Ⅰ．物価高騰の影響 

物価高騰の影響については、「原材料費・資材費の増加」と「光熱水費の増加」が上位2位と

なっている。前者は売上の増減に比例して発生する変動費で、後者は売上に関係なく一定額が

発生する固定費であるが、本調査における「原材料費・資材費の増加」とは、単価の上昇であ

ると考えられる。なぜなら、価格転嫁による業績への影響について、受注量と利益の両方の観

点で尋ねたところ、受注量に変化がなかったと答えた事業者が半数以上を占めたからである。
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受注量が変化せず原材料費等が増えたということは、原材料費等の単価が上昇したことを意味

している。他方で、売上の増減に関連して価格転嫁の状況をみると、「全て転嫁できている」

は全体の僅か5.8％に留まり、転嫁できた割合が3割以下の事業者が全体の4割半ばを占めてい

る。つまり、費用が増加している一方で、費用の増加分を吸収できるほどには売上が増加して

いないことが分かり、事業者の利益が圧迫されている状況が予想される。物価高騰の影響を業

種別にみると、製造業は92.1％、飲食・宿泊業は91.5％と他の業種と比べて高く、物価高騰の

影響を非常に受けやすい業種であることがわかる。 

また、販売価格への転嫁を実施しなかった理由は「取引先・顧客が離れてしまう等のおそれ

があるため」が最も高い。同理由を選んだ割合を規模別にみると、「5 人以下」では68.3％、

「6 人～20人」では52.9％、「21人以上」では27.3％と大きな差があり、規模が小さい事業

者ほど顧客離れのリスクが深刻であることが考えられる。 

物価高騰の影響に対して、現在必要としている支援や習志野市に期待することは、「助成金

の交付」が5割強で他の項目よりも突出して高い。 

 

Ⅱ．賃上げの状況 

 賃上げの実施状況を2023年度及び2024年度の2ヶ年度で尋ねたところ、「実施」または

「実施・実施予定」と回答した企業はいずれの年度においても4割を超えた。しかし、2024年

度に「実施・実施予定」と回答した割合を規模別でみると、2024年度は「5 人以下」では

23.1％、「6 人～20人」では71.0％、「21人以上」では82.9％であり、「5 人以下」の小規

模な事業者においては特に賃上げがなされていないことが分かる。 

 賃上げの内容は、2023年度から2024年度にかけて「ベースアップ」が（52.8％→56.3％）

とやや増加したものの、大きな変化は見られなかった。 

 賃上げ実施の背景は、いずれの年度においても「人材確保・定着やモチベーション向上のた

め」が最も高く、2023年度の規模別でみると、「5 人以下」では56.3％、「6 人～20人」で

は69.6％、「21人以上」では70.0％であった。前述の人材過不足DIでは事業規模が大きいほ

ど不足感が強い傾向が見られたことから、規模が大きくなるほど人材確保を目的として賃上げ

を実施したことが分かる。 

 賃上げを実施しない理由は、「原材料価格・燃料価格・光熱水費が高騰しているため」及び

「業績不振により対応できないため」が同率で最も高い。これらの2つの理由をそれぞれ業種

別でみると、「原材料価格・燃料価格・光熱水費が高騰しているため」は「飲食・宿泊業」で

最も高く、「業績不振により対応できないため」は「卸・小売業」で最も高い。特に「飲食・

宿泊業」においては、原材料費や光熱水費の費用全体に占める割合が一般的に高いことから、

価格高騰が大きな負の影響を与えていると推測される。 
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Ⅲ．インボイス制度の影響 

 インボイス制度が開始したことによる影響を尋ねたところ、「取引先が登録事業者かどうか

の確認作業が発生した」が4割半ばであった一方で、「特に影響はなかった」と回答した事業

者は3割半ばであった。適格請求書発行事業者か否かとインボイス制度の影響との関係を明ら

かにするため、2つの設問間でクロス集計を行ったところ、下記の結果となった。 

 

【インボイス制度の影響×適格請求書発行事業者の登録状況】 

 

 設問間クロス集計の結果によると、「取引先が登録事業者かどうかの確認作業が発生した」

は適格請求書発行事業者では58.7％、適格請求書発行事業者ではない事業者では17.1％と大き

な差がある。適格請求書発行事業者においては「取引先より受領した請求書等がインボイスの

要件を満たしているかの作業が発生した」の割合も44.4％と高く、適格請求書発行事業者に該

当する事業者にとっては、インボイス制度が開始される前に事務的な作業負担が発生したこと

がうかがえる。 

 

（２）支援制度の方向性 
前述を踏まえて今後の発展的な支援制度の方向性について、以下のように提案する。 

 

Ⅰ．物価高騰に対する助成金・補助金の交付 

附帯調査①「物価高騰等による影響について」の結果によると、事業者の規模によらず「助

成金の交付」が最も求められていることが分かる。その上で、どのような制度設計で助成金を

交付すべきかを検討する。 

同調査の結果では、価格転嫁の状況は規模別及び業種別で明確な傾向が見られなかった。こ

の結果は、規模や業種によらず価格転嫁が出来ていない事業者が存在することを示唆してお

り、「小規模な事業者ほど価格転嫁が困難である」という一般論とは異なる結果である。 
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一方で、物価高騰の影響については業種によって明確な差があり、前述のとおり、製造業及

び飲食・宿泊業は原材料費等の上昇が大きく影響している。 

以上のことを踏まえると、事業規模ではなく、売上に占める原材料費等の割合に応じて支援

すべきである。この支援は、特に取引先や顧客との価格交渉が難航している事業者にとって、

価格転嫁が実現するまでの間、一時的に経営を安定させる効果があると考える。この効果によ

って、事業者は価格交渉を進める時間を確保し、適正な価格転嫁の準備を整えることができ

る。特に、顧客離れのリスクを懸念する小規模事業者にとって、助成金は一時的な救済策とし

て、価格交渉が進展するまでの期間に事業継続を支える重要な役割を果たすと考えられる。ま

た、経営が安定することによって、企業は急激なコスト削減や業務縮小を行う必要がなくな

り、事業運営を安定的に維持できる体制を整えることができる。 

 

Ⅱ．価格転嫁に向けた取引先との交渉支援 

同じく附帯調査①「物価高騰等による影響について」の結果によると、特に小規模事業者

は、顧客離れのリスクを懸念して価格転嫁に踏み切れない状況にあることが示唆された。小規

模事業者は買い手に対する交渉力が弱いため、個々に取引先や顧客と価格転嫁の交渉を行うこ

とは困難である。 

そこで、小規模事業者が取引先と価格交渉を行う際に支援するためのセミナーや相談窓口を

設け、適正な価格転嫁が可能になるような支援を行うべきであると考える。具体的な支援内容

としては、事業者同士の協力体制の強化や共同購買の促進など、仕入コスト削減に繋がる取組

が挙げられる。 

これらの取組を実施することで、規模の経済性により仕入コストが削減され、価格転嫁が必

要となる範囲を縮小することができる。また、複数の事業者が連携して取引先と交渉すること

で、買い手に対する相対的な交渉力を高めることができる。これにより、取引条件の改善や価

格転嫁をより有利な条件で実現する可能性が高まり、協力体制による安定した購買力や供給体

制を買い手に示すことで、双方にとって利益をもたらす交渉が可能となると考えられる。 
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＜資料編＞ 

（１）企業情報の分析 

 
 

 

  

目次 
 

1．はじめに 
 

2．概要 
 

3．分析結果 

３－１ 業種別従業員数 

３－２ 業種別従業員数規模別分布 

３－３ 資本金規模別分布 

３－４ 業種別資本金規模別分布 

３－５ 全企業売上高中央値推移 

３－６ 1社当たり平均売上高推移 

３－７ 業種別売上高中央値推移 

３－８ 業種別売上高伸長率（前々期→前期） 

３－９ 業種別売上高伸長率（前期→当期） 

３－１０ 全企業純損益中央値推移 

３－１１ 1社当たり平均純損益額推移 

３－１２ 業種別純損益中央値推移 

３－１３ 業種別純損益伸長率（前々期→前期） 

３－１４ 業種別純損益伸長率（前期→当期） 



 

53 

1．はじめに 
 

調査の目的 

民間信用調査機関が保有する企業情報データベースを活用して、習志野市内の企業の業績の推

移を把握し、効果的な支援策等を企画する際の一助となる資料を作成することを目的とした。 

 

調査対象企業 

調査対象企業は習志野市に本社を置く企業とする。調査対象件数は800件とし、総務省・経済

産業省「令和３年経済センサスー活動調査」の分布に沿って出力件数を按分し、株式会社東京商

工リサーチの企業情報データベースより業種・規模ごとに800社を無作為抽出した。 

なお、800社の業種大分類別件数内訳は下記のとおりである。 

 

○業種大分類別件数内訳 

 

調査項目 

出力された企業情報データベースを使用して、下記項目の分析を実施した。 

・業種別企業数 

・業種別従業員数 

・業種別従業員数規模別分布 

・資本金規模別分布 

・業種別資本金規模別分布 

・全企業売上高中央値推移 

・1社当たり平均売上高推移 

・業種別売上高中央値推移 

・業種別売上高伸長率 

・全企業純損益中央値推移 

・1社当たり平均純損益額推移 

・業種別純損益中央値推移 

・業種別純損益伸長率 

  

9 121
48
7

195 15
74 11
1 50

16 1
20 70

157 800
5
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調査実施時期 

2024年7月 

 

調査実施機関 

株式会社東京商工リサーチ 千葉支店 

 

備考 

・グラフの「Ｎ」とは分析件数の総数のことで、比率算出の基数である。 

・文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第2位を四捨五入している。そのため構成比

の合計が100％にならない場合がある。 

・分析項目によってはデータ収録の無い企業も存在するため、基数は分析項目により異なる。 

・グラフにおいてはデータ収録が無いために分析対象企業がゼロ件となった業種を除外して作

成している。 

・売上高分析等における「前々期」「前期」「当期」とは、各企業における東京商工リサーチの

取材時点の決算期となる。 

・純損益推移分析において、比較期が欠損の企業は分析対象から除外している。 

・純損益伸長率において、比較期の片方、もしくは両方が赤字の企業は分析対象から除外して

いる。 

・業種によっては分析対象企業数が少ないものもあるため、分析結果の捉え方には留意が必要

である。  
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２．概要  
 

 

 

 

【業種別企業数比率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

業種別企業数については、建設業が800社中195社を占めており最も多い。以下、卸売業，小売

業が157社、不動産業，物品賃貸業が121社、製造業が74社、サービス業（他に分類されないも

の）が70社、医療，福祉業が50社である。 

 

Point 

●習志野市は、臨海部の埋め立て地に袖ケ浦団地や秋津団地などの大型団地が建設されて

おり、東京のベッドタウンとして発展していることから、市内企業においても建設業、

卸売業，小売業の構成比率が高いと考えられる。 

  

業種別企業数で最も多いのは建設業。 
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【業種別従業員数比率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

調査対象企業800社の従業員数は合計で13,025人である。市内企業800社中、業種別従業員数

においては製造業が2,161人で最も多い。 

以下、医療，福祉が1,973人、サービス業（他に分類されないもの）が1,862人、建設業が

1,558人である。 

 

Point 

●習志野市は、化学機械・同装置製造業の大手である東洋エンジニアリング株式会社や、

自動車部分品・附属品製造業大手のエヌデーシー株式会社を有しており、製造業の従業

員数の比率が高くなっている。 

  

調査対象企業800社の従業員数合計は13,025人。従業員数が最も多い業種は製造業。 
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【売上高中央値推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１社当たり平均売上高推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

 前々期の売上高中央値推73,679千円、前期は72,401千円、当期は68,827千円と、減少傾向に

ある。 

 また、1社当たりの平均売上高推移をみると、前々期は6.22億円、前期は5.99億円、当期は

5.67億円であり、減少傾向にある。 

 

Point 

●平均値、中央値ともに売上高は減少傾向にあり、景気は後退局面にあると考えられる。

今後も売上高の推移については注視することが望ましい。 

調査対象企業全体の売上高中央値、１社当たりの平均値はともに減少傾向。 

(N=674) (N=717) (N=786) 
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【業種別売上高中央値推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

業種別売上高中央値については、運輸業，郵便業が最も高く当期においては185,000千円であ

る。次いで医療，福祉が122,000千円で続き、3番目に多いのが製造業で111,855千円、以下、教

育，学習支援業、宿泊業，飲食サービス業と続く。 

 

Point 

●市内の主要の産業である製造業は、前期においては前々期を上回ったものの、当期は前

期よりも同程度落ち込んだ。 

  

業種別売上高中央値は、運輸業，郵便業が最も高く、次いで医療，福祉、製造業と続

く。 
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【純損益中央値推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１社当たり平均純損益額推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

純損益中央値は前期から当期にかけて増加しており、前々期から前期、前期から当期と毎期増

加している。 

さらに、1社当たりの平均純損益額の推移をみると、前々期が14,515千円、前期が21,072千

円、当期が15,308千円であり、前々期から前期にかけて増加、前期から当期にかけて減少してい

る。 

 

Point 

●純損益中央値が前々期から当期にかけて増加していることから、大部分の中小企業が伸

張傾向にあることが分かる。 

 

調査対象企業全体の純損益中央値は前期からやや回復、1社当たりの平均純損益額は減

少傾向。 
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3．分析結果 
 

３－１ 業種別従業員数※ 

(単位：人、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

調査対象企業800社の従業員数は合計で13,025人である。業種別の従業員数は製造業が2,161

人（16.6%）と最も多い。以下、医療，福祉が1,973人（15.1％）、サービス業（他に分類されな

いもの）が1,862人（14.3％）、建設業が1,558人（12.0%）である。 

 

※従業員は正社員のみを対象としている。 

  

42 - - 1,558 2,161 4 586 724 1,378 16

0.3% - - 12.0% 16.6% 0.0% 4.5% 5.6% 10.6% 0.1%

552 1,270 70 222 605 1,973 2 1,862 13,025

4.2% 9.8% 0.5% 1.7% 4.6% 15.1% 0.0% 14.3% 100.0%
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３－２ 業種別従業員数規模別分布 

 (単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

多くの業種で「0～5人」の比率が過半数を占めている。 

 一方で、製造業並びに運輸業，郵便業、医療，福祉においては、比較的従業員規模の大きい企

業が存在していることが分かる。 

  

7 - - 116 29 1 13 3 117 3

77.8 - - 59.5 39.2 100.0 81.3 15.0 74.5 60.0

2 - - 45 14 0 0 4 18 2

22.2 - - 23.1 18.9 0.0 0.0 20.0 11.5 40.0

0 - - 32 16 0 0 8 15 0

0.0 - - 16.4 21.6 0.0 0.0 40.0 9.6 0.0

0 - - 0 3 0 0 1 4 0

0.0 - - 0.0 4.1 0.0 0.0 5.0 2.5 0.0

0 - - 0 6 0 2 3 1 0

0.0 - - 0.0 8.1 0.0 12.5 15.0 0.6 0.0

0 - - 2 6 0 1 1 2 0

0.0 - - 1.0 8.1 0.0 6.3 5.0 1.3 0.0

9 - - 195 74 1 16 20 157 5

100.0 - - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

104 38 4 9 6 14 1 35 500

86.0 79.2 57.1 60.0 54.5 28.0 100.0 50.0

11 2 1 0 0 7 0 15 121

9.1 4.2 14.3 0.0 0.0 14.0 0.0 21.4

5 5 1 4 3 15 0 10 114

4.1 10.4 14.3 26.7 27.3 30.0 0.0 14.3

0 1 1 1 1 6 0 4 22

0.0 2.1 14.3 6.7 9.1 12.0 0.0 5.7

0 1 0 0 0 5 0 3 21

0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 4.3

1 1 0 1 1 3 0 3 22

0.8 2.1 0.0 6.7 9.1 6.0 0.0 4.3

121 48 7 15 11 50 1 70 800

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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３－３ 資本金規模別分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

資本金規模別分布については、「5,000千円超～10,000千円以下」が209社（26.1％）となり

最も多い。 

  

91 11.4%
203 25.4%
83 10.4%

209 26.1%
79 9.9%
29 3.6%
28 3.5%
78 9.8%

800 100.0%
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３－４ 業種別資本金規模別分布 

(単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

多くの業種で、「50,000千円超」の比率が低く、資本金規模が小さい企業が多い。 

一方で、製造業、情報通信業、生活関連サービス業，娯楽業においては、「50,000千円超」の

比率が10ポイント以上と、比較的資本金規模の大きい企業が存在していることが分かる。 

 

  

0 - - 22 5 0 5 1 19 2

0.0 - - 11.3 6.8 0.0 31.3 5.0 12.1 40.0

3 - - 58 12 0 4 1 43 1

33.3 - - 29.7 16.2 0.0 25.0 5.0 27.4 20.0

2 - - 30 5 0 0 1 12 0

22.2 - - 15.4 6.8 0.0 0.0 5.0 7.6 0.0

2 - - 40 25 1 3 7 52 2

22.2 - - 20.5 33.8 100.0 18.8 35.0 33.1 40.0

1 - - 26 10 0 2 6 14 0

11.1 - - 13.3 13.5 0.0 12.5 30.0 8.9 0.0

0 - - 8 5 0 0 2 3 0

0.0 - - 4.1 6.8 0.0 0.0 10.0 1.9 0.0

0 - - 2 11 0 2 1 4 0

0.0 - - 1.0 14.9 0.0 12.5 5.0 2.5 0.0

1 - - 9 1 0 0 1 10 0

11.1 - - 4.6 1.4 0.0 0.0 5.0 6.4 0.0

9 - - 195 74 1 16 20 157 5

100.0 - - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

8 8 0 2 2 10 0 7 91

6.6 16.7 0.0 13.3 18.2 20.0 0.0 10.0

39 14 4 4 1 5 1 13 203

32.2 29.2 57.1 26.7 9.1 10.0 100.0 18.6

16 8 0 1 1 1 0 6 83

13.2 16.7 0.0 6.7 9.1 2.0 0.0 8.6

42 12 3 4 3 3 0 10 209

34.7 25.0 42.9 26.7 27.3 6.0 0.0 14.3

7 3 0 0 1 1 0 8 79

5.8 6.3 0.0 0.0 9.1 2.0 0.0 11.4

3 0 0 1 0 1 0 6 29

2.5 0.0 0.0 6.7 0.0 2.0 0.0 8.6

3 2 0 2 0 0 0 1 28

2.5 4.2 0.0 13.3 0.0 0.0 0.0 1.4

3 1 0 1 3 29 0 19 78

2.5 2.1 0.0 6.7 27.3 58.0 0.0 27.1

121 48 7 15 11 50 1 70 800

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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３－５ 全企業売上高中央値推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

前々期の売上高中央値は73,679千円、前期は72,401千円で前期比伸び率は‐1.73％、当期は

68,827千円で前期比伸び率は‐4.94％と、市内企業の売上高中央値の推移は減少傾向にあると言

える。 

  

73,679 -
72,401
68,827
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３－６ 1社当たり平均売上高推移 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

1社当たりの平均売上高推移をみると、前々期は6億2,200万円、前期は5億9,900万円で前期比

伸び率は‐3.7％と減少している。 

また、当期は5億6,700万円で前期比伸び率は‐5.3％とさらに減少傾向がみられる。 

  

6.22 -
5.99
5.67
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３－７ 業種別売上高中央値推移 

(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

業種別売上高中央値については、運輸業，郵便業が最も多く、当期においては185,000千円で

ある。次いで医療，福祉が122,000千円で続き、3番目に多いのが製造業で111,855千円、以下、

教育，学習支援業、宿泊業，飲食サービス業と続く。 

 

※なお、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業，保険業、複合サービス事業については、当期のサンプル数が５件以

下のため参考値とする。 

  

36,717 - - 70,000 110,000 41,626 11,500 143,601 42,502

39,834 - - 77,069 127,023 47,668 11,000 179,061 49,600

37,824 - - 78,813 111,855 47,679 20,066 185,000 50,000

45,000 23,000 22,090 0 23,139 54,000 82,955 55,000 31,394

3,900 28,000 29,975 25,000 40,000 88,000 102,037 54,000 45,460

38,859 55,000 36,500 90,000 40,604 100,000 122,000 54,000 59,258
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３－８ 業種別売上高伸長率（前々期→前期） 

(単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

全体では「120％以上」が17.1％、「100％以上120％未満」が41.5％となっている。 

業種別では、農業，林業、教育，学習支援業、生活関連サービス業，娯楽業、運輸業，郵便業

が伸長している企業の割合（ 「120％以上」と「100％以上120％未満」の合計）が高い。一方

で、複合サービス事業並びに、宿泊業，飲食サービス業、金融業，保険業は売上高が伸長してい

る企業の割合が低い。 

 

  

113 17.1 274 41.5 194 29.4 79 12.0

2 22.2 5 55.6 1 11.1 1 11.1

- - - - - - - -

- - - - - - - -

42 23.7 46 26.0 52 29.4 37 20.9

9 13.2 36 52.9 18 26.5 5 7.4

ה☻●ה ה 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

2 14.3 4 28.6 7 50.0 1 7.1

1 5.9 11 64.7 4 23.5 1 5.9

17 12.9 59 44.7 45 34.1 11 8.3

0 0.0 1 33.3 1 33.3 1 33.3

10 12.3 40 49.4 20 24.7 11 13.6

ה ☻ⱦכ◘ 10 26.3 11 28.9 13 34.2 4 10.5

☻ⱦכ◘ 1 33.3 0 0.0 0 0.0 2 66.7

☻ⱦכ◘ 1 9.1 7 63.6 3 27.3 0 0.0

1 11.1 6 66.7 2 22.2 0 0.0

6 14.6 21 51.2 13 31.7 1 2.4

☻ⱦכ◘ 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣⌂™╙─ 11 20.0 26 47.3 14 25.5 4 7.3

120 100 120 80 100 80
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３－９ 業種別売上高伸長率（前期→当期） 

(単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

全体では「120％以上」が17.6％、「100％以上120％未満」が44.6％である。 

業種別では、複合サービス事業、教育，学習支援業で売上高が伸長している企業の割合

（「120％以上」と「100％以上120％未満」の合計）が高い。一方で、農業，林業並びに建設

業、学術研究，専門・技術サービス業では売上高が伸長している企業の割合が低い。 

※なお、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業，保険業、宿泊業，飲食サービス業、複合サービス事業については、

サンプル数が５件以下のため参考値とする。 

 

 

125 17.6 316 44.6 199 28.1 69 9.7

2 22.2 2 22.2 4 44.4 1 11.1

- - - - - - - -

- - - - - - - -

55 29.7 47 25.4 54 29.2 29 15.7

7 10.1 37 53.6 22 31.9 3 4.3

ה☻●ה ה 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

3 21.4 6 42.9 4 28.6 1 7.1

3 15.8 11 57.9 4 21.1 1 5.3

16 11.3 69 48.6 45 31.7 12 8.5

0 0.0 2 66.7 1 33.3 0 0.0

14 15.7 51 57.3 19 21.3 5 5.6

ה ☻ⱦכ◘ 8 19.0 17 40.5 11 26.2 6 14.3

☻ⱦכ◘ 2 40.0 1 20.0 0 0.0 2 40.0

☻ⱦכ◘ 3 25.0 5 41.7 2 16.7 2 16.7

1 10.0 7 70.0 2 20.0 0 0.0

4 8.7 25 54.3 16 34.8 1 2.2

☻ⱦכ◘ 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣⌂™╙─ 7 11.3 34 54.8 15 24.2 6 9.7

120 100 120 80 100 80
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３－１０ 全企業純損益中央値推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

前々期の純損益中央値は1,270千円、前期は1,419千円で前期比伸び率は11.73％であった。当

期は1,489千円で前期比伸び率は4.93％と上昇し、市内企業の純損益中央値は回復傾向にあると

言える。 

 

  

1,270 -
1,419 11.73
1,489 4.93
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３－１１ 1社当たり平均純損益額推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

1社当たりの平均純損益額の推移をみると、前々期が14,515千円、前期が21,072千円であり、

前々期と比較し45.2％の増加である。当期は15,308千円と、前期と比較し‐27.4％減少してい

る。 

 

  

14,515 -

21,072 45.2

15,308 -27.4
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３－１２ 業種別純損益中央値推移 

(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

 

業種別純損益中央値については、電気・ガス・熱供給・水道業が20,858千円と他の業種と比較

して大幅に高く、市内企業の利益増に寄与している。 

  

500 - - 840 364 17,485 50 1,565 0

422 - - 807 1,072 20,542 219 750 0

600 - - 732 425 20,858 167 500 50

500 0 0 0 0 1,000 0 0 0

0 0 55 0 0 0 2,038 600 75

0 724 76 0 3,850 50 1,775 600 160
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３－１３ 業種別純損益伸長率（前々期→前期） 

(単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

全体では「120％以上」が31.0％、「100％以上120％未満」が21.7％である。 

業種別では、電気・ガス・熱供給・水道業、製造業、卸売業，小売業、学術研究，専門・技術

サービス業で純損益が伸長している企業の割合（「120％以上」と「100％以上120％未満」の合

計）が高い。一方で、金融業，保険業、情報通信業、医療，福祉では純損益が伸長している企業

の割合が低い。 

※なお、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業，保険業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業について

はサンプル数が5件以下のため参考値とする。 

 

 

 

３－１４ 業種別純損益伸長率（前期→当期） 

 (単位：社、％) 

 

 

 

 

【業種別傾向】 

「120％以上」と「100％以上120％未満」を合わせた割合でみると、以下の傾向がみられる。 

①経営状況が特に好調（70％以上）       ⇒「電気・ガス・熱供給・水道業」 

②経営状況が好調（60％以上70％未満）⇒「製造業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」 

「学術研究，専門・技術サービス業」「教育，学習支援業」 

③経営状況が堅調（50％以上60％未満）⇒「農業，林業」「不動産業，物品賃貸業」 

「生活関連サービス業，娯楽業」 

④経営状況が不調（50％未満）     ⇒「建設業」「情報通信業」「金融業，保険業」 

「医療，福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」「宿泊業，飲食サービス業」 

「複合サービス事業」 

「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」

「医療，福祉」 

100 31.0 70 21.7 46 14.2 107 33.1

2 33.3 1 16.7 2 33.3 1 16.7

- - - - - - - -

- - - - - - - -

32 39.0 4 4.9 6 7.3 40 48.8

10 28.6 13 37.1 2 5.7 10 28.6

ה☻●ה ה 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

1 12.5 1 12.5 0 0.0 6 75.0

3 30.0 3 30.0 1 10.0 3 30.0

17 28.8 20 33.9 11 18.6 11 18.6

0 0.0 0 0.0 1 50.0 1 50.0

16 34.8 11 23.9 9 19.6 10 21.7

ה ☻ⱦכ◘ 7 43.8 3 18.8 2 12.5 4 25.0

☻ⱦכ◘ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ 1 25.0 1 25.0 0 0.0 2 50.0

0 0.0 3 60.0 0 0.0 2 40.0

4 20.0 3 15.0 4 20.0 9 45.0

☻ⱦכ◘ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣⌂™╙─ 7 24.1 6 20.7 8 27.6 8 27.6

120 100 120 80 100 80
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３－１４ 業種別純損益伸長率（前期→当期） 

(単位：社、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：東京商工リサーチ企業情報データベースを再編加工） 

全体では「120％以上」が37.0％、「100％以上120％未満」が22.5％である。 

業種別では、電気・ガス・熱供給・水道業、複合サービス事業、農業，林業、教育，学習支援

業、不動産業，物品賃貸業、製造業、卸売業，小売業で純損益が伸長している企業の割合

（「120％以上」と「100％以上120％未満」の合計）が高い。一方で、金融業，保険業、宿泊

業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業では純損益が伸長している企業の割合が低

い。 

※なお、農業，林業、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業，保険業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス

業，娯楽業、教育，学習支援業、複合サービス事業についてはサンプル数が5件以下のため参考値とする。 

 

 

 

 

 

  

【業種別傾向】 

「120％以上」と「100％以上120％未満」を合わせた割合でみると、以下の傾向がみられる。 

①経営状況が特に好調（70％以上）       ⇒「農業，林業」「電気・ガス・熱供給・水道業」 

「教育，学習支援業」「複合サービス事業」 

②経営状況が好調（60％以上70％未満）⇒「製造業」「卸売業，小売業」「不動産業，物品賃貸業」 

③経営状況が堅調（50％以上60％未満）⇒「建設業」「情報通信業」 

「学術研究，専門・技術サービス業」「医療，福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」 

④経営状況が不調（50％未満）            ⇒「運輸業，郵便業」「金融業，保険業」 

「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」 

125 37.0 76 22.5 47 13.9 90 26.6

4 80.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0

- - - - - - - -

- - - - - - - -

43 49.4 8 9.2 8 9.2 28 32.2

10 28.6 11 31.4 3 8.6 11 31.4

ה☻●ה ה 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

4 44.4 1 11.1 2 22.2 2 22.2

2 22.2 2 22.2 3 33.3 2 22.2

13 23.6 20 36.4 10 18.2 12 21.8

0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0

18 39.1 14 30.4 6 13.0 8 17.4

ה ☻ⱦכ◘ 6 31.6 4 21.1 3 15.8 6 31.6

☻ⱦכ◘ 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ 1 25.0 0 0.0 0 0.0 3 75.0

3 60.0 1 20.0 0 0.0 1 20.0

10 38.5 4 15.4 5 19.2 7 26.9

☻ⱦכ◘ 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣⌂™╙─ 11 32.4 9 26.5 4 11.8 10 29.4

120 100 120 80 100 80
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（２）調査票 
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